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農政商工観光委員会会議録 

日時 平成２１年１２月９日（水） 開会時間   午前１０時０８分 

  閉会時間 午後 ４時４２分 

場所 第２委員会室 

委員出席者 委員長 鈴木 幹夫 

副委員長 安本 美紀 

委 員 大沢 軍治 望月 清賢 浅川 力三 岡  伸  

 樋口 雄一   武川 勉 深沢登志夫 

委員欠席者 なし 

説明のため出席した者 

農政部長 笹本 英一  農政部次長 松村 孝典 

農政部技監 石川 幸三  農政部技監 西島 隆 

農政総務課長 杉山 正巳  指導検査室長 原田 育生 

農村振興課長 有賀 善太郎  果樹食品流通課長 樋川 宗雄 

農産物販売戦略室長 河野 侯光  畜産課長 白砂 勇 

花き農水産課長 深沢 和人  農業技術課長 赤池 栄夫  耕地課長 加藤 啓 

 

商工労働部長 輿水 修策  産業立地室長 後藤 雅夫 

商工労働部理事 中村 雅夫 

商工労働部次長 都築 敏雄  商工労働部次長 久保田 克己 

産業立地室次長 中込 雅 

労働委員会事務局長 髙橋 哲朗  労働委員会事務局次長 清水 久幸 

商工企画課長 清水 幹人  商業振興金融課長 岩波 輝明 

産業支援課長 尾﨑 祐子  労政雇用課長 中澤 卓夫 

産業人材課長 佐野 芳彦  産業立地推進課長 高根 明雄 

 

観光部長 中楯 幸雄  観光部次長 山田 幸子 

観光企画・ブランド推進課長 八巻 哲也  観光振興課長 小林 明 

観光資源課長 塩谷 雅秀  国際交流課長 窪田 克一 

 

公営企業管理者 進藤 一徳  企業局次長 西山 学 

企業局総務課長 山下 正人  電気課長 石原 茂 

 

議題 第１２４号  平成２１年度山梨県の事務処理の特例に関する条例中改正の件 

第１２９号  平成２１年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政商工観光委

員会関係のもの及び第２条繰越明許費の補正中農政商工観光委員会関係の

もの 

 

請願第 21-10 号  「改正貸金業法の早期完全施行等を求めることについて」の請願事項

の３のうち中小事業者向けに係るもの 

請願第 21-11 号  「改正貸金業法の早期完全施行等を求める意見書を政府等に提出する

ことを求めることについて」の請願事項の３のうち中小事業者向けに

係るもの 
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審査の結果    議案については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定した。 

また、請願第 21-10 号及び請願第 21-11 号については、いずれも採択すべき

ものと決定した。 

 

審査の概要    まず、委員会の審査順序について、農政部、商工労働部・労働委員会、観光

部、企業局の順に行うこととし、午前１０時０８分から午前１１時４７分まで

農政部関係、休憩をはさみ午後１時３３分から午後２時３６分まで商工労働

部・労働委員会関係、休憩をはさみ午後２時５８分から４時１０分まで観光部

関係、さらに休憩をはさみ午後４時２９分から４２分まで企業局関係の審査を

行った。 
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主な質疑等  農政部関係 

 

※第１２４号  平成２１年度山梨県の事務処理の特例に関する条例中改正の件 

 

質疑 

 

岡委員  今回の条例改正は、このところずっと言われてきたものだと思うわけであり

ますけれども。とりわけ今までの中では、例えば５０アール以上持っていない

と、とか、あるいは３０アール以上持っていないと農地が取得できないという

ことであったわけです。例えば、条例の概要の中の条例改正の背景等について

の丸の２つ目、３つ目でありますけれども、ここのところでは甲府市に移譲す

るという形になっているわけです。これらの部分で、どの程度の面積を、ここ

では２ヘクタール以下と言っておりますけれども、移譲することになるんでし

ょうか。 

 

有賀農村振興課長  ただいまの御質問のありました移譲の関係でございますけれども、この２ヘ

クタール以下というのは、知事権限で農地転用の許可ができることとなってい

ます。それから、２ヘクタールから４ヘクタールにつきましては、これも知事

権限なんですが、これは農水省と協議の上の知事の権限ということで、今回、

移譲いたします部分は、甲府市に既に移譲してございますこの２ヘクタール以

下の転用に係る部分にあわせまして、今回、農地等を国または都道府県が学校

あるいは病院等に転用する場合について、知事との協議を行うということが新

たに法律に付加されましたので、その部分について移譲するということでござ

います。 

 

岡委員  甲府市に移譲してあるから、今までも移譲されていたと、私は理解していた

わけです。ですから、改めてここで移譲するという言い方、何だろうなという

ふうに、私はちょっと疑問を持ったわけです。 

 あと、１つ言えることは、先ほど言いましたように優良農地であるならば、

例えば先ほど言いましたように３０アール以上、そこのところは２の条例改正

の内容の中に入ってくるのかなと思うわけでありますけれども、優良農地の３

０アール以上あるいは５０アール以上の分について、これが緩和されるんでし

ょうか。１０アールに緩和されるのでしょうか、その辺をひとつお聞きしてお

きたいと思います。 

 

有賀農村振興課長  農地の下限面積につきましては、従来、知事が定めるという形になってござ

いましたが、今回の改正によりまして、それぞれの農業委員会で下限面積を定

めることができるという形になりましたので、それぞれの市町村もその状況に

おきまして面積を定めていただくと、あるいは定めなくてもよろしいというこ

とで、あとは農地等の情報を農家の皆さんに教えるというような形で農地流動

化が進むようにと、現在、法の改正はなっております。 

 

岡委員  条例改正の内容の（１）の農地法第３条の関係なんですが、農地法第３条の

関係では、今までは甲府市の場合でも３０アールを保有しなければ、取得する

ことができない、移転することができない、賃貸借についてもそうなんですけ

ども、できないという部分があった。だけども、今回はそのことは全く、（１）

にも全市町村ということでしたら、甲府市も該当すると私は理解させていただ

くわけでありますけれども、（２）については甲府市にということでありまし

て、（１）については全市町村ですから、甲府市もこれは該当するという物の
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考え方に基づいて、言うならば、今、課長から御説明いただきましたように、

言うところの下限面積を確定しない。３０アールなんていうことは考えないで、

とにかく、もう、例えば１０アールでもいいと、あるいは１０アールというふ

うに認めなくてもいいと。各市町村農業委員会でそれは対応していくというも

のの考え方でいいわけですね。それだけ確認させていただきたい。 

 

有賀農村振興課長  農地の下限面積の考え方につきましては、それぞれ市町村によって遊休農地

が多かったりとか、いろんな事情があると思います。したがいまして、新たな

担い手に農地を利用していただくという観点であれば、既に南アルプス等にお

きましては１０アールまで下げてございますので、そういった措置はそれぞれ

の市町村の農業委員会で考えていただければよろしいかと思います。 

 

岡委員  ことはわかりました。それで、農地法の４条、５条の関係でありますけれど

も、ここでは学校、病院等と出ているわけでありますが、これは公的な機関と

理解するわけでありますけれども、例えば飲食店等、大型と言うとなんですけ

ども、例えば２ヘクタール、３ヘクタールというふうな部分の開発ということ

で、４条、５条の申請が出た場合においてはどういうふうな物の考え方でしょ

うか。 

 

有賀農村振興課長  今回の条例改正に係る部分の国または都道府県が農地等を学校、病院等に転

用する場合ということは、これまではこういった場合については、農地法では

許可不要でございました。ただ、一団の農地の中の真ん中にそういった施設が

できることによりまして、農地の集団性が侵されるという例が全国的には多々

あったということで、今回、学校、病院等につきましては、建設する場合には

知事に協議すると。許可制から協議制に変わったということで御理解願いたい

と思います。 

 また、ほかの民間の施設等につきましては、従来と同じ形で、農地法上は許

可手続をしていただくことになっております。 

 

岡委員  すると、今まで許可不要だったんでしょうか。病院なんかも一応は届け出で

はなくて、許可という形で出されていたと私は思っているんですよ。学校につ

いては、私は存じ上げておりませんけども、病院なんかの場合には、開発とい

うふうな形の中で許可申請を出していたような気がする。そこのところは私自

身もまだ完全ではありませんけども、いずれにいたしましても、届け出の分と、

それから許可の分というのがあると思うんです。ここらの分について、あと１

回、その辺だけ聞いて終わります。 

 

有賀農村振興課長  私どもが承知しています農地法の部分でございますので、ここは開発する場

合には諸法ございまして、そちらのほうはお答えちょっとできませんので、農

地法だけで申しますと、先ほど申しましたように、国または都道府県が行う学

校、病院等の公共施設については、これまでは許可不要であったことが、これ

からは協議制に変わったということになる、ということでお願いしたいと思い

ます。 

 

大沢委員  甲府市と書いてありますが、甲府市以外は適用にならないんですか。例えば

甲斐市の中で、ここに書いてあるような学校、病院以外に農協等が必要とする

ような場合は適用になりますでしょうか。 

 

有賀農村振興課長  今回、学校、病院等ということでございますが、ほかに社会福祉施設、それ
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と庁舎、例えば県庁の庁舎であるとか国の出先の庁舎、そういった庁舎、それ

と、それに必要な宿舎、この５つ、学校、社会福祉施設、病院、庁舎、宿舎、

この５つにつきまして協議対象となったと御理解願いたいと思います。ですの

で、これはあくまでも国あるいは県が実施主体となって行う、こういった施設

の建設ということでございます。 

 

大沢委員  では、農協は対象にならないということですね。 

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第１２９号  平成２１年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政商工観光委員

会関係のもの及び第２条繰越明許費の補正中農政商工観光委員会関係のもの 

 

質疑       なし 

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

質疑 

 

（国の事業仕分けによる農政部関係事業への影響について） 

安本委員  国の行政刷新会議における事業仕分けによる本県への、農政部関係事業への

影響についてお伺いしたいと思います。 

 まず、今議会、知事の提案理由説明の中で、事業仕分けにおいて廃止もしく

は予算計上見送りということで、そういう区分をされた事業の中には、山梨県

の政策推進上、重要な事業が含まれているという発言がありまして、また、質

問への答弁においては、仕分け結果に対する県の調査で、県、市町村等の事業

に関係があると判断されるものが全部で１４８事業あって、そのうち農道整備

事業等４４事業については影響が懸念されると、そういう趣旨の発言をされて

おります。 

 この事業仕分け結果については、そのまま国の来年度予算に反映されるのか、

それとも、政治判断で継続されるのか、それがいまだ不明で、私も不安が募っ

ているところでございますけども、現状の事業仕分け結果として、本県、市町

村にどんな影響が出るのか、農政部関係についてお伺いしたいと思います。 

 まず初めに、一部マスコミ報道もされておりますけれども、影響が懸念され

る４４事業について、農政部関係では幾つあって、主要な事業はどのようなも

のがあるのか、お伺いをさせていただきます。 

 

杉山農政総務課長  ただいまの安本委員の御質問ですが、県の事業に対しては、４４事業につき

まして影響が出ることが懸念されているということですが、農政部関係では、

このうち１２事業が、影響が懸念されている事業であります。 

 仕分け結果で申し上げますと、廃止と判定されました事業が３事業、具体的
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な事業名で言いますと、農道整備事業、それから田園整備事業、農業経営改善

総合支援事業、この３事業です。 

 それから、仕分け結果として縮減と判断されたものが６事業、事業名で言い

ますと、かんがい排水事業、強い農業づくり交付金、経営体育成交付金、農地・

水・環境保全向上対策、地域バイオマス利活用交付金、農山漁村活性化プロジ

ェクト支援交付金、それから、自治体に移管すべきと判断されたものが２事業、

事業名は、農業集落排水事業、鳥獣被害防止総合対策事業、それから、平成２

２年度の予算計上見送りと判断されたものが１事業、耕作放棄地再生利用緊急

対策、以上の１２事業が、影響が懸念される事業であります。 

 

安本委員  今、１２事業あるということで、ちょっとたくさんあるので、ほとんどお伺

いすることができないんですけれども、仕分け結果のうちで影響が大きいと思

われるものは、事業の廃止、それから、来年度予算への計上見送り、予算が全

くつかないものであると思うわけです。 

 そこで、廃止の事業についてお伺いしたいんですけれども、たくさんもあれ

なので、農道整備事業と、それから田園整備事業について、それぞれの事業の

概要をまずちょっと教えていただきたいと思います。 

 

加藤耕地課長  今回、ワーキンググループで、廃止とされましたのが、農道整備事業で、県

で言いますと、農免事業が２地区、また、一般農道整備事業が１地区、それに、

先ほど委員からもお話がございました田園整備事業が１地区、計４地区が、今

回の廃止の対象となっております。 

 いずれも農道整備事業でございますので、農業生産の向上に資するというこ

とが大前提でございまして、それにあわせて農村地域の環境整備、農村環境の

整備に資するという形の中で、農道の基幹的なものを整備していくという状況

でございます。 

 

安本委員  それでは、農道整備事業と田園整備事業、農道のほうが３地区ですか、それ

から、田園整備事業は１地区ということなんですけれども、来年度からやりた

かった新規の箇所は、それはちょっと別として、今、この４つの箇所で、それ

で事業をやられているということなんですけれども、本年度終了時点での事業

の進捗状況、どの辺まで予定をされているのか、現状の進捗率でも結構ですけ

れども、教えていただきたいと思います。 

 

加藤耕地課長  進捗状況でございますが、まず、農免農道でございますが、先ほど２地区に

使用しているということでございまして、そのうちの１つは、東八中央東の３

期地区でございまして、これは２３年度の完成を目指しまして、進捗状況は、

今年度末で約９２％という状況でございます。 

 また、もう一つの農免農道整備事業につきましては、釈迦堂地区、これは甲

州市と笛吹市にまたがる地域で農道整備しているわけでございますが、これに

つきましてもやはり２３年度を完了目標といたしまして、現在の進捗状況は８

６％、また、一般農道整備事業としまして、金川曽根地区をやっておりますが、

これにつきましては、昔、昭和４６年から５０年代にかけまして金川曽根広域

農道で整備したところ、耐震補強としての整備が２０年から始まったものでご

ざいまして、全体の整備率は約６５％という形でございまして、これはあと残

っているのが耐震補強の落橋防止ということでございます。 

 もう一つ、田園整備事業の長坂地区でございまして、これは、北杜市で、今

現在、整備をしているところでございまして、県道北杜韮崎線から県道長沢小

淵沢線の間を接続する道路でございまして、これにつきましては、平成２２年
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完成ということで、現在までの進捗状況につきましては、今年度末になります

が、一応９２％というような状況でございます。 

 

安本委員  いずれももう少しやれば完了するという事業だと、今、受けとめさせていた

だきました。 

 これらの事業は廃止ということなんですけども、県として、また、地元でも

必要があるから行っていると思いますけれども、全部その必要性を伺うと時間

がかかりますので、一番最初にありました笛吹市の東八中央東第３期地区の農

免道について、その事業の意義といいますか、目的といいますか、地元の必要

性、農道としての必要性ということについて、ちょっとお伺いをしたいと思い

ます。 

 

加藤耕地課長  東八中央東の３期地区につきましては、後で説明いたしました釈迦堂地区と

も連携いたしまして、笛吹川の左岸地区の丘陵地域におきまして、旧境川村の

小黒坂という地区がございまして、場所が境川のゴルフ場のちょっと下になり

ますが、そのところを起点としまして、終点がこの釈迦堂地区の勝沼町の岩崎

という形の中の全長が約１０キロの農道整備をしている中の一部というふう

に説明させていただきたいと思います。 

 それで、全体は全部で８地区に分かれてございまして、今残っておりますの

が、この東八中央東の３期地区と釈迦堂地区ということでございまして、進捗

状況は９割ちょっといっておりますが、これがつながりませんと、先ほど言い

ました旧境川から岩崎、要するに勝沼町までの地域の方で考えてございます農

産物の流通の合理化や、また、非常に丘陵地に走る農道でございまして、地域

からはドライブコースまたは観光用にということの大きな期待を持っている

道路でございまして、地域のほうからもぜひ早期の開通をということで言われ

ておるものでございます。これについてはもう少しでございますので、頑張っ

て完成できるようにしていきたいと考えております。 

 

安本委員  全部の事業について説明をいただく時間もないということで、私はどの事業

もその地域地域において、農政上で必要な重要な事業であると思いますし、ほ

かのことにも付加価値を持った道路であると思います。 

 全国の状況は、私、すべてわかりませんので、無駄な事業も確かにあるので

はないかなとも思いますけれども、今、事業の必要性を説明していただきまし

たが、農道整備事業を廃止した主な理由がワーキンググループの事業仕分け評

価結果ということで、ホームページに出ております。これのコメントを見ます

と、何て書いてあるかというと、農道整備事業を単独の事業として行うという

歴史的意義はもはや終わった。農道を一般道と区別する意義は薄い。必要があ

れば、自治体がみずから整備すべきと。こういうコメントが大勢であったと。

中には中山間地域等、本当に必要な農道に限定して予算を縮減すべきというコ

メントも少なからずあったということです。 

 もし、仮にこの国の補助金がなくなったら、もう少しということですので、

県単独で事業を完成すべきではないかなと思うところですけれども。１０月１

４日の庁議の資料がホームページに出ておりまして、ここに平成２２年度予算

編成方針が書かれています。国における予算編成の動向を十分踏まえつつ、特

に国庫補助負担金等の大幅な見直しが見込まれる中で、次の点に十分留意した

編成を行うものとするという中に、既存の国庫補助負担金等が廃止、縮減され

た場合にあっては、制度的に新たな補てん措置が設けられる場合を除き、県の

一般財源による補てん等は一切行わないこと、とあります。これに該当するか

どうか、ちょっと私にはわからないんですが、この委員会でお伺いするのはち
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ょっと無理があるのかなとも思いますけれども、農政部として財政当局からこ

の来年度の予算編成方針についてどのような指示があるというか、言われてい

るのか、お伺いしたいと思います。 

 

加藤耕地課長  この件につきましては、今、委員のほうからお話がございましたように、原

則、廃止のものは県としても単独で予算はつけないと、財政当局からは聞いて

ございます。 

 

安本委員  もう一点、これは４月の当初予算の課別説明書の農の４３ページから４４ペ

ージですけれども、ここに先ほど事業として該当する事業が載っておりました。

農免道、一般道のところについては予算額で６億３,０００万円、それから、

田園整備事業費については３億１,５００万円と載っておりますけれども、大

体国の補助率を見ると、この土地改良費の県営土地改良事業費で５割弱ぐらい

かなと思います。この中に、県費と別に負担金が、これ、全体として県営土地

改良事業費８９億円のうち、１７億円ぐらいあるんですけど、この負担金とい

うのはどういうものでしょう。 

 

加藤耕地課長  こちらの事業につきましては、基本的に地域からの申請事業ということで、

今回、今、議題に乗っております農道整備事業につきましても、市町村からの

申請という形の中で事業実施をしてございまして、国のほうが基本的に５割の

補助率であります。県のほうで農免道路については３分の１、あと、一般農道

については２７.５％を県が出してございまして、その残り、いわゆる地元負

担金と称しておりますが、その残りの、農免につきましては６分の１、ですか

ら１６.７％ですか、一般農道については２７.５％ということで、それにつき

ましては関係市町村から徴収していくということでございます。 

 

安本委員  国の補助金と県の費用と、それから、地元の負担金を出しながらここまで進

めてきているということだと思います。事業仕分けのグループが個々の進捗状

況、もう少しやれば完成するというようなことも、個々の状況を確認すること

なく、また、地元の意見というものも集約はされなかったと、私は思っており

ますけれども、そうやって廃止を決めるのであれば、乱暴であるという意見が

あるということも、私は納得できるところです。 

 いろんなところで、声が、この事業仕分けに対して上がっておりますけれど

も、このことについても地方から声を上げていかなきゃいけないんじゃないか

なと思いまして、私もこの委員会で取り上げさせていただいたところでござい

ます。 

 実際にこの事業を進められている農政部としては、事業仕分けで、地元とし

て、地域として困るものについて、せめて執行中の事業、もう少しで完成する

ものについては認めてもらって、新規のものについてはこういうコメントの考

え方もいいと思いますが、続けてもらいたいと、私は思いますけれども。１２

ものそういう事業を抱えておられる農政部長さんにぜひ地域としても、県とし

ても声を上げていただきたいと思うのですが、どう対応されるのかお伺いをし

て、これを最後の質問にします。 

 

笹本農政部長  政権が変わりまして、事業仕分けということで、プロジェクトチームが一応

の整理をして、なったわけですけども、今後、平成２２年度の予算編成を経る

中で、そのあたりが決まってくると聞いております。 

 今、委員お話しのとおり、特に農道整備事業、あと二、三年で終わるような

事業もございますし、一般的にワーキンググループで指摘があったように、必
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要なら自治体が一般道として整備すべきという議論もあるんですけども、現実

問題として、中山間地域の条件不備地域において、例えば、農道が狭くて農地

に機械が入らないとか、農地の移動が難しいとか、そういうことを考えますと、

農道の整備というのは必要だろうと思っております。 

 確かに面的整備の中で整備するほうも現実にございますけども、農道として

の整備も必要ではないかと考えております。 

 そういう意味で、県といたしましては、仕分けは仕分けといたしましても、

県としては、当然、継続事業でございますので、これらについては、当然、何

らかの方法で、国のほうで措置してくれることを期待もいたしておりますし、

また、いろんな機会を通じまして、国に対して働きかけを行ってまいりたいと

考えています。 

 

（県産銘柄畜産物の生産拡大への取り組みについて） 

岡委員  私は今、安本委員さんの物の考え方をお聞きしながら、この間、約１カ月余、

朝のマスコミ放送、テレビ放送を、非常に楽しく拝見させていただいてまいり

ました。その中で事業仕分け問題というのは、非常に、毎朝毎朝テレビ放映を

されておりました。なかなか、なるほど、無駄もあったんだなということを、

あの事業仕分けの中で初めて私たちは知ることができたわけです。予算編成と

はこういうものなのかなというふうなことも含めて勉強させていただいたと、

私は感じました。 

 あわせて、地域の皆さん方の、まちの皆さん方のアンケートなんかを聞くと、

約七十数％と、事業仕分けを評価いたしているわけであります。私はそういう

点からすると、確かに、今、お話があったようないろんな問題があることは事

実であろうと思うわけでありますけれども、私はそれなりに評価をしながら、

これから事業仕分けを含めて、これからの連立政権の行方を見守っていきたい

なというふうに感じています。 

 その中で、県は、今回、第１３８号議案、チャレンジ山梨行動計画の変更計

画を出しているわけであります。私は、その中で幾つか、地域の分という立場

も含めて、関連しながらお聞きもしてみたいなと思うわけでありますけれども、

まず、県産銘柄の畜産あるいは果樹、さらに水稲等を含めて、これらについて

積極的にブランド品をつくっていきたいと言われているわけでありますが、そ

の中で、過般、アイオワ州から種豚を輸入したとお聞きもしておりますし、承

知をいたしているわけでありますけれども、今、現在の取り組み状況はどんな

ふうな形になっているのか、お聞きしたいと思います。 

 

白砂畜産課長  今、委員の御質問にございましたように、平成１６年度にアイオワ州から３

品種の３６頭の豚を導入いたしまして、これを基礎豚としまして、新銘柄豚の

開発を、現在、進めてございます。 

 現在、平成２１年度に第５世代、基礎豚から最初に生まれたものを第１世代

としまして、第５世代の生産をしておるところでございます。系統豚につきま

しては、今回、新銘柄豚としては、我々が、肉屋のショーケースに乗る豚の父

親を、今現在、開発しています。その基礎豚となる豚につきましては、俗に黒

豚と呼ばれていますが、バークシャー種、これは味もよくて定評もございます。

それから、褐色の色をしたデュロック種というのが、さしが入りやすい傾向に

ございます。 

 こういうことで、第７世代が完成豚となります。したがいまして、平成２４

年度に完成をいたします。第７世代まで育成をするというのは、遺伝的に優良

な形質を固定するのにそれだけの年限を要するわけでございます。こういった

状況で、現在は第５世代が進捗の状況です。 
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岡委員  今までも本当にすばらしいフジザクラポークなんかを生産していただきま

して、今後、海外へも輸出していきたいという方向が出されているわけであり

ますが、そして、フジザクラポークを、時々ちょうだいする機会がありまして、

食しているわけでありますけれども、なかなか一般のお肉屋さんには、県内で

は余り出ていないというふうにもお聞きしているわけであります。そういう点

では、今のフジザクラポークは、現在、５つか６つの農家で飼育されているん

でしょうか。いずれにいたしましても、そういう点で、さらにそういう農家を

ふやしていくというふうな物の考え方はいかがでしょうか。つまり、県内のお

肉屋さんでもおいしいフジザクラポークを食することができるような、買うこ

とができるような、普及といいましょうか、広げていくことはいかがでござい

ましょうか。 

 

白砂畜産課長  現在、フジザクラポークは４農家で年間１万２,０００頭が生産されてござ

います。指定店までは位置づけてございませんが、日常取り扱っておられる店

舗が１１店舗ございます。今回、先ほど御説明申し上げました新銘柄豚の生産

も、平成２４年度になりますと、新たに進められるわけでございますので、現

在、それも踏まえてフジザクラポークの生産農家も、今後、数戸ふえる見通し

が出ておりますので、新銘柄豚の取り組みの農家も、平成２４年度にあわせて

拡大できるように努力してまいりたいと思います。 

 

岡委員  ぜひまた、そういう点で、本当においしい豚肉を生産していただくために努

力されていることに対しまして、本当に敬意を表するわけでありますけれども、

そういう中で、本当にどこのお店に行っても買えるというふうな、できれば、

できるだけ販路拡大していっていただきたいと思うわけであります。 

 さらに、ワインビーフの関係もそうだと思うわけでありますけれども、ワイ

ンビーフに対する取り組みはどうですか。 

 

白砂畜産課長  ワインビーフにつきましては、現在、３農家で生産されております。ワイン

ビーフにつきましては、年間９１５頭の実績がございます。先ほど申し上げま

したような、特約店といいますか指定店といいますか、１２店舗がワインビー

フについてはございます。現在、県内の消費者の皆様にも甲州ワインビーフと

いう銘柄が浸透しつつございます。そういう中で、生産者も増頭の意向もござ

いますので、今後、さらにワインビーフの生産に同調される生産者の皆さんを

ふやすように努力してまいりたいと思います。 

 

岡委員  県民にも食することができるということも１つですが、先ほど言いましたよ

うに、海外への輸出も取り組まれていると思っているわけであります。過日、

私たちフォーラム政新では、香港へ市場調査に行ってまいりました。その折、

見てきた中では、山梨の、例えば桃、ブドウというのも含めて、もちろん肉は

全く山梨から出ていないようでありますけれども、いずれにいたしましても、

桃は日本一だとか、ブドウは日本一だとかと言いながらも、香港の中では山梨

の桃というものは全くなかった、ブドウもなかった。ところが、売られてはい

る。日本のブドウというふうな、日本の桃というふうな形で売られているんで

す。 

 今後、フジザクラポークあるいはワインビーフを輸出するときには、香港へ

出すときには、ぜひ山梨のブランド品として、言うならばフジザクラポークは

甲州の、山梨のフジザクラポークである、あるいはワインビーフも、甲州のワ

インビーフだというふうな形で、ブランド、銘柄をしっかり押さえて、とって、
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そして、輸出していただきたいと思うんですが、その辺の考え方はどうでしょ

うか。 

 

白砂畜産課長  豚につきまして、せんだっても、香港へのテスト輸出ということで、事業を

実施したわけです。 

 まず、豚肉につきましては、県内の山梨食肉流通センターで処理をして、部

分肉にしております。これは、香港のほうで、と畜場として、お肉を生産する

場所として認定をいただいておりますので、輸出ができるということでござい

ます。 

 ところが、牛肉につきましては、日本国内で３カ所しかまだ認定がとられて

おりません。香港はアメリカ並みの認定工場、工場といいますか、認定場所で

なければ、そこで処理された肉でなければ輸出ができないことになっています。

したがいまして、県内の食肉流通センターはまだ牛肉ではその認定を受けてお

りませんので、牛肉の出荷につきましては、ちょっと難しい点がございます。 

 

岡委員  わかりました。とれていないということでありますけれども、とるような積

極的な努力をしていただきたいということであります。 

 つまり、あそこの、香港の市場というのは、物すごい富裕層と富裕層でない

人たちのランク、グレードが全然違うところにいます。幾ら高くても買う。本

当に行ってみて驚いたんですけども、全く１けた違うような、例えば普通の

方々が１００円で買うものを、１,０００円でも富裕層の方たちは買うという

状況にあるわけです。そういうふうなことからするならば、私は、やっぱり、

あのおいしいフジザクラポークあるいはワインビーフについて、もっともっと

積極的な取り組みをして、入れていっていただきたいなと。もちろん桃もブド

ウもスモモもそうでありましょうけども、そういう点で、まず要望しておきた

いと思います。 

 

（企業の農業参入と耕作放棄地の解消について） 

 ２点目は、このところ、前回、９月に若干お聞きもしたんですけども、耕作

放棄地が非常にふえているというのが実態であります。これに対しまして、か

なり、この間、市町村の対策委員会だとか、県においても総合対策会議なんか

を開催しているようでありますけれども、実際問題といたしまして、ワースト

スリーの中へ入るというふうにも言われているわけでありますから、そういう

点で、このところ、全国的な中でも、企業参入といいましょうか、特に建設業

を中心として、それなりの取り組みがなされているというマスコミの報道なん

かもあるわけでありますけれども、県内において、その後、どんなふうになっ

ているのでしょうか。 

 

赤池農業技術課長  新規参入、企業の参入でございますけれども、本年度から企業参入担当とし

て専任の担当を設けまして、鋭意参入に向けての努力をしているところでござ

います。 

 ことしに入りまして、新たに８企業が農業に参入しました。これが現状でご

ざいます。 

 

岡委員  その８企業というのは、一般的には建設業と言われているんですけども、建

設業以外もあると思うんですが、建設業とそのほかの企業とどんなふうな比率

なんでしょうか。 

 

赤池農業技術課長  ８企業のうち、建設業が業種として一番多いようでございます。そのほかに
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運輸関係とか、あるいはＩＴの会社もあります。 

 

岡委員  いずれにいたしましても、今大変な倒産を含めて、かつてない戦後最悪とい

うふうに言われるこの経済情勢の中であります。私は、やっぱりそういう点で、

せっかく、そう言ってはなんですけども、耕作放棄地をすべて企業に任せて、

企業が一からやれというのは非常に大変だと思うわけです。つまり、耕作放棄

地も本当に原野になっちゃって、どうしようもないところを買い取りしろとい

うのは非常に大変だとも思うわけありますけれども、それらも含めて、やっぱ

り指導をしていっていただきたいなと思うわけであります。 

 そして、なおかつ、できるものなら８企業をさらに多く、非常に厳しい、経

営のきつい、そういう企業へも積極的な働きかけをしながら、できるだけ耕作

放棄地を解消していくということが大切じゃないかと、私は感じているわけで

あります。 

 今後の総合対策会議だとか、あるいは市町村における対策会議だとかという

ふうな形でやっておられるようでありますけれども、例えば来年に向けて、今

まで８企業でありましたけれども、これからどのくらいを目途に、どのくらい

の耕作放棄地を解消していくというふうに考えておられるのでしょうか。 

 

赤池農業技術課長  ４月からこの１２月までに８企業が入っております。ことしの実績はまだあ

と３カ月ございますので、さらに伸ばす努力をしたいと思っております。さら

に長期的に見ますと、基本的に幾つを目指すではなくて、多ければ多いほどた

くさん入っていただくというようなことが目標でございます。 

 耕作放棄地との関連でございますけれども、先ほど８企業入ってございます

が、そのうち６の企業が遊休農地であったところを使っております。全部の利

用面積でございませんけれど、その一部で遊休農地を活用してございますので、

今後またこういう形で進めていきますと、企業はもっとふえてくるということ

になります。農地を確保する段階で、我々とすれば市町村と連携して新たな農

地をあっせんしていくわけですけれども、こうした手段を通じて耕作放棄地の

解消に向けて努力してまいりたいと思います。 

 

（本県における農業経営目標について） 

岡委員  わかりました。私ばっかり質問してもいかんなと思いながら、あと一、二点、

簡単にお聞きしておきたいと思います。 

 実は、私は昭和３４年に農林高校を卒業いたしました。３４年に農林高校を

卒業したときに、私はたまたま勤めへ出ちゃったんですけども、そのとき言わ

れていたのは、これから農家は７けた農業を目指すんだと。池田さんだったん

でしょうか、あの当時、そんなふうな言い方がなされた。政府ではそんなふう

な言い方をして、７けた農業を目指す。 

 つまり、当時、一般のお勤め人の方々が七、八十万円しか得られなかったの

を１００万円農業にするというふうな目標を立てられて、農業に取り組んだ

方々もおいでになるわけであります。 

 そういう中で、今現在は、言うならば１億円だと。これまで１００倍の状況

が出てきているというふうにまで話がされております。つまり、大型農業を積

極的に進めていくというふうな物の考え方、さらに戸別補償の問題が、最近ま

た、民主党を中心とした連立政権の中では出されておりますけれども、いずれ

にいたしましても、そういうふうな中で、山梨県における目標といいましょう

か、農家経営の収支状況の中で、経営をどういうふうな形で目標達成しようと

しているのか、ちょっとお聞きをしたい。 
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赤池農業技術課長  農業経営の面で、優良な農家に育っていただくために、農業経営基盤強化促

進法という法律がありまして、これに基づきまして、経営の感覚にすぐれた経

営体を育成するということで、県では基本方針を作成し、あるいは市町村は基

本構想を作成してございます。その中に、今、経営の目標という点で申し上げ

ますと、従事者１人当たりの年間所得目標について、５５０万円という目標を

掲げて推進しているところでございます。この５５０万円というのは他産業並

みの所得を上げようということで、こういう目標を掲げています。 

 

岡委員  １人当たり５５０万円、夫婦で１,１００万円ということでありますから、

まさに他産業並みといえば、それでいいのかなと思うわけであります。 

 しかし、実際問題といたしまして、耕作面積が狭い中で１,１００万円上げ

るというのは大変だろうなと。例えば、私は甲府市の南に居住をいたしている

わけでありますけれども、私の地域の中では水稲を基本に置きまして、スイー

トコーンあるいは夏秋ナスなんかを中心にして、大体１,０００万円近く上げ

る方々もおいでになるわけでありますけれども、ほんの一部分なんです。 

 やっぱり１.５ヘクタールあるいは２ヘクタールぐらいないと、こうした収

益を上げるということにはなかなかならないわけでありまして、今現実問題と

して７０アール、８０アールというふうな農家が非常に多いわけでありますか

ら、そういう点からすると、なかなかそういう実態には合わないと思うわけで

ありますけれども、その辺はいかがでございましょうか。 

 

赤池農業技術課長   今、申し上げました県の計画の中に作目別の経営類型をつくってございま

す。それは非常に多岐にわたる経営が県内にございますものですから、３０の

類型に分けてあります。 

 その中で、例えば水稲と組み合わせてどういう経営ができるかというような

ことの累計を見ますと、水稲３０アールとナスが２０アール、それからスイー

トコーン６０アール、ほかに野菜もありますけども、そういった作目を組み合

わせて、面積がこれで１町７反という面積で、それに基本装備、例えば育苗ハ

ウスだとか、トラクターだとかを備えて、そして技術体系、こういう技術でや

っていけば、先ほどの目標を達成できますよというような類型となっておりま

す。この類型では１７０アールでございますけど、これで所得６００万円以上

確保できるというような類型により、指導しているところでございます。 

 

岡委員  今、課長の御説明で１７０アールといいましょうか、１.７ヘクタールくら

いで大体目標達成と。先ほど言いましたように１.７ヘクタール、なかなか、

かなりの農家でなくてはそれだけの面積を耕作することはできない。私の感覚

の中で、５０アールとは言わないにしても、せいぜい七、八十アールくらいの

農家というのが圧倒的多数じゃないかなと、私は感じているわけです。 

 いずれにいたしましても、そうした場合には果樹だとか、あるいは施設園芸

だとかという方向もまた考えていかなければいけないだろうというふうに思

いながら、ぜひ農家の経営安定のために御努力を賜りますようにお願いしたい

と思っております。 

 

（二地域居住、都市農村交流の取り組みについて） 

 最後の部分です。これは実は観光とも若干かかわり合いがあるわけでありま

す。クラインガルテンといいましょうか、二地域居住の農政問題であります。

この問題について、私は、都市住民をいかに山梨へ呼び込むかというふうなこ

とを、私は観光部ともども手を携えて、農政としても積極的にやっていくこと

が必要かと思いますが、その辺いかがでしょう。 
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有賀農村振興課長  二地域居住、都市交流の関係でございますが、農政部のほうでやってござい

ます施設整備といたしまして、クラインガルテンの整備をしてございます。こ

れは、現在、既に供用済みが３地区、これは北杜市の旧高根町が１カ所、それ

から、甲斐市の旧敷島町に１カ所、それから、南アルプス市で、現在、一部供

用してございますが、建設中でございます。あと、残り丹波山村で建設中とい

うことで、既に供用を開始しているのは２カ所、今建設中は２カ所ということ

でございます。 

 

岡委員  高根は早くから取り組まれて、私たちも行く機会が一度あったわけでありま

すけれども、いずれにいたしましても、そういうふうなことを含めて、南アル

プスとか、そういうふうな形に取り組まれている。 

 あと、１つ、マスコミで報道されたんですけども、山梨市で空き住宅といい

ましょうか、空き農家といいましょうか、農家のそういうふうな形の中で、都

市住民の人たちが来て、言うなれば「週末は山梨にいます」というふうな、観

光へ行政が乗っかった分なのかなと思いながらも、実質的にはやっぱり農業を

中心として楽しまれているというふうな部分を拝見する機会がありました。 

 そういう点では、やっぱり都市住民を山梨へいかに呼び寄せるかという点か

らするならば、積極的に農政においても観光行政と手を携えて進めていくこと

が大切だと思いますが、その辺含めて、最後、いずれにいたしましても、これ

からの農政、非常に難しいことは十分承知はいたしております。承知はしてお

りますけれども、やっぱり農家のために、そして、山梨の農家の皆さん方を元

気づけるために物の考え方を聞かせていただきたいと思いますが、いかがでご

ざいましょうか。 

 

笹本農政部長  今、岡先生のほうからいろいろ担い手の関係でお話がございました。特にク

ラインガルテン、都市農村交流というようなことでございます。 

 私ども、本来、山梨県は、基本的には家族経営の農業が主体ですけども、や

はり新しく農業を活性化するためには、先ほどの企業の方々とか、都市住民の

方々と、いろいろな方々が来ていただく中で、活性化を図っていきたいと考え

ております。 

 先ほどお話が出ましたクラインガルテンの話ですとか、それから、農業協力

隊も、今年度、新たに２２名ほど実施しまして、また、企業のほうも担当をつ

けて、現在やっているところでございます。 

 それから、本会議でもちょっと話をさせてもらったんですけども、企業の力

を借りるということで、本格的に耕作をしなくても、来ていただいて、企業の

農園というふうな格好で、社員の方とか家族の方が来ていただいて、耕作して

いただくなり、山のほうも歩いてもらうとか、地域との交流もするような中で

地域の活性化を、全般的な施策、いろいろ組み合わせながら、今後も続けてい

きたいと思っております。 

  

（学校給食への県産農産物の使用状況について） 

浅川委員  ２つばかり聞かせていただきます。 

 この間の議会の中で質問にもあったんですが、この間、道の駅の甲子園とい

うことで、豊富の道の駅が全国優勝したという、大変すばらしい報告があった

中で、その後、私、テレビで何回か見る中で、長年、この農政の人たちの指導

もあったりしたと思いますが、あの中の組合長さんを中心にかなり苦労をして

おって、それをやっぱり生産者が見える、地産地消、まさしく地産地消の中で

商売が消費者につながってきたという話も聞いたわけでありますし、また、そ
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の中に地域の子供たちとのかかわりもちょっと言っておりました。子供たちに

も生産としての大切さ等々を語っておりました。 

 そうした中で、ああ、これが食育なのかなというふうに私自身は感じました。

そんな流れの中で、県内の農産物が学校給食にどの程度取り入れられているの

か、その辺をちょっと聞きたいと思います。 

 

樋川果樹食品流通課長 学校給食への県産農産物の使用状況ということでございますけれども、

農政部と教育委員会が連携しまして、学校給食の食材調査というのを隔年でや

っております。これは県内の公立の小中学校すべてにつきまして、９月の１カ

月間、調査をするということですけれども、直近の平成２０年度の調査の結果

におきまして、学校給食に県産食材を利用している割合というものにつきまし

ては３４.１％ということでございます。この調査は平成１６年に始めたわけ

ですけれども、そのときには３１.７％ということで、少しずつ増加をしてい

るという状況にございます。 

 

浅川委員  具体的に進めていくにはいろんな課題があると思うわけですが、できるだけ

地域地域で、そこの教育施設というんですか、給食に取り組んでいくには、ど

んな形で。今、大体のことはわかりましたけども、北杜であれば、北杜でとれ

たものが、というのがわかりますか。いろいろ課題は多分あるんだろうと思い

ますが、その辺がわかりましたら教えていただきたい。 

 

樋川果樹食品流通課長 県内各地域での取り組み状況ということだと思いますけれども、農協そ

のもの、あるいは農協の部会組織、それから地域の生産者のグループ、それか

ら直売所というようなところ、学校給食の場合は、直接、学校で調理する場合

もありますし、給食センターでやる場合もありますが、そういったところと具

体的に個別に連携をとりまして、いろんな品目で食材の供給を行っているとい

う取り組みが事例として７０ほどございます。 

 この中で特にこれは優良だというような事例もございまして、例えば上野原

市ですと、ＪＡクレインが学校給食の食材供給部会というものを立ち上げまし

て、市内の小中学校に提供しております。ここの特徴は、毎月の部会で翌月、

翌々月に供給できる品目、それから、どんな形で供給できるのかという、そう

いう情報を学校の給食のほうのサイドに提供をしていくと。栄養士の方がこれ

を献立に反映させて、これを受けて、また生産をしていくという、そういうき

め細やかな調整といいますか、そういった対応をしているというようなことを

やっております。 

 また、南アルプス市ですけれども、これは南アルプスの特産品企業組合のほ

たるみ館というところがございまして、そこは直売所も運営しているわけです

けれども、そこに直売している農産物を櫛形地区の小中学校に提供していると

いうことです。ここにつきましても、１カ月ごとの契約ということでございま

すけれども、契約の前月に組合の事務局がいろんな納入可能な作物を学校側に

お伝えをして、それを栄養士さんがメニューに生かして、それを供給している

というような、システム化がされているというのが特徴でございます。 

 また、北杜市でございますけれども、これまでの学校給食１００％北杜市産

の米を使っているということですが、最近は特別栽培米を学校給食に導入する

ですとか、あるいは市内の野菜の生産者グループが有機野菜を納入するという

ような新たな取り組みも始めていまして、関係者の連携組織を立ち上げて、地

元食材の利用率を高める取り組みを行っていると、そんなような取り組みでご

ざいます。 
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浅川委員  わかりました。 

 いろいろ地域地域であるわけでありますが、実は私、今、委員長がサツマイ

モの話をしておるわけでありますが、皆さんの御努力で、あけの金時というの

がかなりブランド化しつつあるのですが、そういったものも含めて、県が学校

給食というものについて、ここの担当か、そこら辺がちょっと私にはわかりま

せんが、給食というものに数値目標をつくって、県産品をどのくらい使ってく

れるというふうな対策があるんですか、そういうものが。 

 

樋川果樹食品流通課長 県の食育推進計画というのをつくってございまして、その中で県産農産

物の、重量ベースでございますけれども、その目標を３５％ということで目標

設定をしてございます。 

 

浅川委員  極力生産者もとれるときにはいっぱいどこでもとれるような部分があって、

農家の人たちに経営的な部分で、下手な部分がその辺なんですよね。いっぱい

つくるけど、やっぱり消費するのがどこにあるのか、その辺でやっぱり農家が

伸び悩んでいる部分もあると思うんです。実は今、あけの金時もかなりたくさ

んとれて、これからどうするのか、独自製品というんですか、そこまで持って

いくことがやっぱり理想なんですが、そういう流れの中でも、少なくとも、千

葉の紅あずまでなくても、明野の金時を使えるような、そういう環境づくりを、

今後、数値目標をつくる中で、３５％が適切かどうかは私にはわかりませんが、

進めていっていただきたいと思います。これはちょっと要望でございます。 

 

（県外からの出作について） 

 続けて、実は、先ほど岡先生が耕作放棄地の話をずっとされたんですが、本

当に山梨県が実質は日本一でございますよね。その中で北杜も非常に多いわけ

です。そういう流れの中で、高冷地が多いわけでありまして、実は私もかなり

悩んでおるわけでありますが、今、長野県だとか群馬だとか、また、多分イン

ターナショナルな方たちも含めて高原野菜、特にレタスだとか白菜を中心に今

生産されております。それは早い時期であります。その部分で、全部とは言い

ませんが、その箱に、長野県だとか群馬県だというふうな箱に詰め込んでいる

状態も見受けられるわけです。こういったものに対して、具体的には農地を使

ってもらっているだけで感謝している人たちもいるわけでありますが、その辺

の部分について、県、また、農協が多分関与しなければいけないんだろうと思

いますが、その辺はどんなふうにか県のほうは承知しているわけですか。その

辺をちょっとお聞きします。 

 

有賀農村振興課長  ただいまの北杜市のほうで県外から本県のほうへ出作して農業をやってい

るということでございますけれども、そういったことがあるという話は聞いて

ございますが、どのくらい来ているかと、出作しているかということについて

はちょっと承知してございません。 

 

浅川委員  出作というんですね、今のは。多分、これ、出稼ぎの作物、かなりの量が実

はあるんですよ。どこかでコントロールしていかないと、やっぱり食の安心・

安全という部分で言うと、かなり大切な部分なのかなと、私は思うわけであり

ますが、その辺は農協が指導するのか、県が指導するのか。ちょっと答えられ

ないね。 

 

有賀農村振興課長  ただいまの御質問の中で、規制ということだと思いますけれども、農地を借

りる場合につきましては、市町村域を越えて農地を借りる場合についても、こ



平成２１年１１月定例会農政商工観光委員会会議録 

 １７ 

れは借りることができます。ただし、借りる場合の要件としまして、すべて農

地を使うこと、それから、通作が十分できること、あるいは農業ができるだけ

の機械とか、あるいは労働力があるかとか、そういった幾つかの要件がござい

ますので、そういった要件がクリアできれば、これについては市町村域あるい

は県域を越えても農地を使うということについては規制ができないというこ

とになっております。 

 

浅川委員  あまりしつこくしては悪いですけど、偽装の部分だけはどこかでコントロー

ルできるようにしていただきたいと思います。 

 それとあわせて、帰った後、やり散らかして帰って、かなり農地の中には残

留農薬というか、それがかなりあるんじゃないかなというふうに感じておるわ

けでありますが。その辺の、例えばチェックができるのであればチェックして

いかないと、やっぱり食の安心・安全、顔が見えるという部分で一生懸命やっ

ているにもかかわらず、耕作してくれることは大変結構なことですが、そうい

う信頼を失うような部分だけは守っていかなきゃならないと思いますので、ざ

くっとでいいですから、これは部長、答えてください。 

 

笹本農政部長  北杜市で、現実問題、こちらから見れば入り作というような格好で、長野の

方が現実に使っていらっしゃるということは事実として承知をしております

けども、実際問題、耕作放棄地で荒れているより、使っていただくと、地元の

方もそれのほうが、管理もできないような農地があるよりいい、というような

考え方もあろうかと思います。 

 ただ、野菜によりまして、結構土壌消毒等をするというような話も聞いてい

ますので、必要があれば、技術センター等で土壌を調査させていきますけども、

基本的には自分の農地なので、よく相対でもってどういう話を、具体に返す際

の条件とかいろいろあろうかと思いますので、そういうことはまた農業委員会

等を通じて指導してまいりたいと思っております。 

  

鈴木委員長  例えば偽装商品で、ミカンであれば、静岡のミカンを蒲郡の箱へ入れて出し

ちゃうと、それも同じことだということの意味があるんだよね。その辺はどう

です、だれか。産地偽装の疑いがあると。山梨でつくったものを長野というん

だから。 

 

西島農政部技監  今の、産地が北巨摩なのに長野のレタス栽培者が生産しながら、その箱へ入

れて出荷しているという、これはＪＡＳ法の、原産地表示といいますか、出荷

するときの話だと思います。それは、実は、農政部の所管ではなく、県民室の

消費者安全・食育推進課の所管になっておりまして、そういう場合の指導等に

ついては、農政部のほうからも、こういうのにはどんな指導がいいんだという

ふうな働きかけをして、現場のほうで指導していきたいと思います。特に農産

物は、県境でやりますと、いろんなところで、道一本越えただけで長野県にな

ったり、山梨県になったり、あるいは神奈川県になったりしますので、非常に

微妙な問題も入っていると思います。 

 

（学校給食での県産水産物の使用について） 

望月委員  先ほど浅川委員から、学校給食、地産地消ということで話がありました。山

梨県は海がないんですけども、水産協同組合が存在します。学校給食の中でも、

県内産の淡水魚をもうちょっと使っていただきたい。それから、納入が大変難

しいらしいんですね。生きたまま持っていくと。それで、調理時間が幾らかか

るか、その時間までに届けなきゃいけない、すごく制約があって、１年間で大
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体３回ぐらい利用していただけるかなというようなことなんですけども、子供

のころからやはり食べ続けるということ、食べなれるということが、やっぱり

消費拡大につながると。こういう見解を持って、学校給食の中で、やはりそう

いったものもきちんと、できれば年に今までの３倍ぐらい、９回や１０回、そ

ういったものを取り入れていただけると、その関係業者は大変喜ぶと、こうい

うことなんですけども、いかがでしょうか。 

 

樋川果樹食品流通課長 ちょっとお答えになるかどうかわからないですけども、今、県内産の水

産物もあるということで、そういったものを学校の給食へ、というようなこと

ですが、実は、山梨県の学校給食会というのがございまして、そこで県内の生

産者、それと生産組合と連携をしまして、商品化といいますか、商品を取りま

とめてメニュー化をしまして、学校給食会が間に入って生産者と学校現場のほ

うへ幾つかの品目をつないでいるというような状況があります。 

 その中で、ニジマスにつきましては、この商品化の品目の中に入っておりま

して、これは１つのルートとして学校給食会が養殖業者さんから集め、それを

学校給食現場に送るというシステムができていますので、そういった取り組み

もまた活発にしていただくよう、県としても働きかけをしていきたいと思って

おります。 

 

（農業大学校の建て替え、運営等について） 

望月委員  ぜひもう少し使用量をふやしていただいて、こんなふうに思います。 

 それから、農業大学校でありますけれども、この委員会でも、県内調査で見

せていただきました。かなり老朽化していて、それで、建てかえが必要という

ことで、当初予算にも載っておりました。 

 そういう中で、今回も載っているんですけども、当初から地域活性化臨時交

付金を見込んだ中での農業大学校の建てかえ改修というふうに考えていたん

でしょうか、どうなんでしょう。 

 

赤池農業技術課長  農業大学校の建てかえでございますけれども、これは、つくってから長い年

月がたってございまして、老朽化しているということで、建てかえる計画はず

っと検討してございましたが、今の、予算のところは、今回、先ほどの国の地

域活性化経済危機対策臨時交付金を使うことになりましたが、当初からこれで、

ということではなくて、これが出てきました関係上、有効に活用していこうと

いうことで使わせていただきます。 

 

望月委員  新規就農者なんかもかなりふえているということで、やはり山梨県のこの主

要産業の１つである農業が活性化するためにも、この部分にかなり力を入れて

いくということが必要だと思うんです。 

 そういう中で、本来は県で負担するものを、４億数千万円、それが使えると

いうことですから、より充実したものをつくってもらいたいと思うんです。そ

れが、２２年度末に完成ということですけども、繰越明許ということは、全然

手をつけないということですよね。大体どんな構想の中で農業大学校を考えて

いるのか、そこをちょっとお聞かせください。 

 

赤池農業技術課長  農業に参入する希望者がここのところふえています。これまで新規就農者、

新規に農業に入るという人が、ここのところ、数年前、四、五十人だったもの

が、今、１８、１９、２０年と具体的な数字で述べますと、１８年が７１名、

それから１９年が７４名、それから２０年は８０名と、この３年間を見ても、

それまで四、五十であったものが、七、八十名に増加しています。これは、農
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業の担い手が非常に少ないという中で、我々とすれば、非常に追い風だなと期

待しているところでございまして、経済がこんな状況でございますので、いろ

いろな産業からこちらに農業に目を向けていただいているということで、あり

がたいと思います。 

 そこで、先ほどの農業大学校につきまして、老朽化しているということで新

たなすばらしい施設にして、そして、新規就農したい人たちの要望にこたえて

いきたいということで、２階建てのものを新たに建築するということです。建

物につきましても、せっかくつくるものですから、太陽光発電を併設したり、

近代的ないい施設で教育できるような体制を整えていきたいと思っています。 

 

望月委員  定員といいますか、大学校の学生をどのくらい、今までの推移と今後の見通

しはどんなふうになっていますか。 

 

赤池農業技術課長  定員につきましては、ここのところ１年で３０名という定員を設けてやって

おります。希望がここのところふえていまして、これまで受験する数も十七、

八名だったものが３０名というようにふえています。 

 さらに、職業訓練科のほうは、従来２０名の枠であったものを４０名にふや

したところです。ことしで申し上げますと、２０名を４０名にふやしたんです

けど、訓練の希望者は８０名、殺到したといいますか、定員の倍以上来たもの

ですから、補正でさらに４０名の定員プラス２０名ということで、ことしは６

０名に、せっかく訓練したいという人が大勢来てくれるものですから、ふやし

て実施しております。 

 

望月委員  それで、基本的な、例えば構想がどのくらい進んでいるのか。２２年度、再

来年の３月に完成ということですから、今現在、学校の計画というのはどんな

状態ですか。 

 

赤池農業技術課長  建設のスケジュールでございますけれども、今ここで、先ほどの予算をお願

いしていますが、今設計をしている段階でございます。いよいよ本体工事に入

りますのは、２２年度の４月に入ってからでございまして、工期が約１１カ月

かかるということですので、２２年度中には完成させて、２３年の４月から、

新たな生徒がそこに入れるというようなスケジュールで、今作業を進めている

ところでございます。 

 

望月委員  技術力というのは最も大事なものですけども、やはり流通というんでしょう

か、販売していく、そのノウハウなんかは、ここでは授業としてやるんですか。 

 

赤池農業技術課長  最近は、農業の経営をしていく上で、先ほども売り先の話が出ましたですけ

ども、経営というところが非常に重要な点でございます。技術と、それから、

プラス経営戦略というものが非常に重要でございますので、科目で生産技術、

それから、経営の管理という面も科目の中にございまして、その経営管理の中

で農業の経営とか、あるいは農産物の流通だとか、さらには経営の簿記の科目

もございまして、そういったもの、さらには情報処理の科目もございまして、

自立できる立派な農業経営者になっていただくために、非常に多岐にわたった

科目を設けているところです。 

 

望月委員  私、よくわからないんですけども、農業高校がありますよね。それとの連携

はどんな形の中でやられていますか。 
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赤池農業技術課長  農業高校は３校ございますけれども、定期的に情報交換したり、あるいは先

生同士の交流だとか、そういった連携をとりながらやっておりますし、それか

ら、入学につきましても、農業高校から、農業大学校に入っていただけるとい

うような情報等も送っているところです。 

 

望月委員  本来ですと、古い校舎を建てかえて、そして、県費を使ってやるということ

であるんですけども、たまたま地域活性化臨時交付金というような形の中でそ

れが使えるということですから、今まで以上の設備または取り組み、そういっ

たことのできるような形の中でやっていただきたい、こんなふうに強く感じて

います。よろしくお願いいたします。 
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主な質疑等  商工労働部・労働委員会関係 

 

※第１２９号  平成２１年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政商工観光委員

会関係のもの及び第２条繰越明許費の補正中農政商工観光委員会関係のもの 

 

質疑       なし 

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※請願第 21-10 号  「改正貸金業法の早期完全施行等を求めることについて」の請願事項の

３のうち中小事業者向けに係るもの 

※請願第 21-11 号  「改正貸金業法の早期完全施行等を求める意見書を政府等に提出するこ

とを求めることについて」の請願事項の３のうち中小事業者向けに係る

もの 

 

質疑       なし 

 

討論       なし 

 

採決        全員一致で採択すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

質疑 

 

（大規模集客施設立地方針について） 

大沢委員  １点。大規模集客施設立地方針について、６月の本会議の代表質問でこの議

題を取り上げましたところ、早速、研究会を立ち上げていただいて、そのスピ

ーディーな対応に非常に感謝しているわけでありますけれども、知事はこの間

の所信表明において、その研究会の報告も踏まえて、立地方針を見直すことを

明らかにいたしました。立地計画、早期届け出の対象、床面積も１万平米から

６,０００平米の規模の施設に拡大等を示されましたけれども、地域貢献促進

の対象についてはどのように考えているのか、伺いたいと思います。 

 

岩波商業振興金融課長 現行の立地方針では、地域貢献活動の対象店舗を床面積が１万平米を超

えるものであって、かつ、店舗面積が５,０００平米を超えるものとしており

ます。研究会からは、地域貢献による地域との連携の輪を、対象をもっと広げ

て、そういった連携ができるようにするべきだというふうな報告をいただきま

した。したがいまして、このことを踏まえまして、店舗面積を早期届出の対象

面積が６,０００平米を超えるものとなりましたので、そのうちの店舗面積３,

０００平米を超えるというものまで拡大をすることといたしました。 

 

大沢委員  私のところにもラザウォークという大きな店舗ができまして、非常に大勢の

集客をしております。地域に貢献しているというかはともかくとして、あれが

来たおかげで、かなり経済圏が変わってしまって、交通量も変わってしまって
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いる。非常に対応が難しいわけでありますけれども、経済活動にも影響を及ぼ

しているというふうなことを考えると、大型店というものが地域貢献とか社会

的責任を持っていかなきゃならないと思うのでありますけれども、現行の立地

方針の中で、地域貢献活動の具体例を示して、幅広い分野での地域貢献を促し

てもらうというふうなことでありますけれども、特色ある地域貢献を引き出し

ていくというふうなことで、大型店に求める地域貢献活動についてはどのよう

な見直しをするのか、お伺いします。 

 

岩波商業振興金融課長 現行の方針では、今、委員御指摘のとおり、貢献活動の項目を、大項目

７項目ですけれども、それにさらに小項目を設けて幅広く例示する中で、店舗

の設置者などが、できるだけ多くの項目を選択して取り組んでいただくように

要請をしているところでございます。しかしながら、ただいま委員からもお話

がありましたが、本県の実情を踏まえ、的を絞って、地域の要請等を的確に反

映して地域貢献活動を進めていくという必要性も高まっております。 

 このため今回の見直しにおきましては、大型店に対しまして、特に積極的な

取り組みをしていただきたいということで、３つの項目を特出しして掲げたと

ころであります。 

 その１点目は、地域の意見を地域貢献活動に的確に反映していただくために、

地域貢献協議会というものを設置していただくということでございます。 

 ２つ目は、地産地消の推進とか地元の業者との取引促進などを行っていただ

いて、地域経済の活性化を促していっていただきたいということ。 

 ３点目は、大型店に託児スペースとか育児相談窓口というものを設置してい

ただいて、そういった大型店を利用する機会の多いお母さんたちの利便性を高

めるような子育て支援を推進していただくというふうなことを取り上げてお

ります。 

 こうした点を特に重点的に取り組んでいただくことによりまして、地域社会

と大型店との連携による地域づくりということが一層促進され、進展していく

ものと考えております。 

 

大沢委員  今の答弁の中で、地域貢献協議会というふうな言葉が出てきましたけれども、

地域貢献協議会というのは、具体的にはどんな仕組みなのか、伺いたいと思い

ます。 

 

岩波商業振興金融課長 立地方針におきましては、店舗の設置者などは実施予定の地域貢献活動

について、基本計画を作成していただいて、それを県に提出していただくとい

う進め方になっております。新たに設置していただく地域貢献協議会というも

のは、それに先立ちまして、市町村や地域住民、商工会等、地元の事業者の方々

を構成員といたしまして、地域貢献活動の内容について、あらかじめ協議をし

ていただくことによりまして、地域の意見を吸収して、地域に即した基本計画

ができていくようにというふうなことのために設けたものでございます。 

 それが計画時点でございますけれども、その後におきましても、地元との意

見交換の場として活用していただければと考えております。 

 

大沢委員  先ほどから話が出ているように、地域貢献促進の対象となる大型店というの

は、これからかなり拡大をする等が考えられますけれども、対象とならないよ

うな施設もあるはずなんですよね。これに対して、強制的にこういうふうな方

針をというふうなことはできないだろうけれども、いずれにしても浸透させて

いかなきゃならないというふうなことから考えて、対象となる施設も含めて、

大規模集客施設の立地をどういうふうに図っていくのか、それを伺いたいと思
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います。 

 

岩波商業振興金融課長 委員の御質問は、６,０００平米まで立地方針の対象というものを下げた

んだけれども、それより小さいところについてはどうするのかという御質問か

と思います。見直し後の立地方針では、６,０００平米というのは、市町村域

を超えて、広域的なまちづくりに影響を及ぼすということで、それについては、

広域の行政主体としての県の役割ということで、この立地方針の対象というこ

とといたしました。したがいまして、方針の対象とならない施設につきまして

は、広域に影響が、数値上の検証ではないということでございますので、それ

については第一義的に地域に責任を持っていただく市町村に取り組んでいた

だくという位置づけでございます。 

 したがいまして、市町村におかれましては、この立地方針に準じていただき

まして、住民等に対し、立地に関する情報を早期に提供したり、地域貢献活動

の促進というふうなことについて、地域大型店に求めていただくということで、

県の取り組みとあわせて、県全体で、いわゆる大型店の立地適正化につなげて

いっていただけるものと考えています。 

 

大沢委員  あんまり長く話もできませんので最後ですね。先ほどから言いましたとおり、

私のところにも大型ショッピングセンターができた、それによって集客とかま

ちづくりだとか交通だとか、いろんな影響というものが出てまいってきており

ます。そんなことから、それぞれの大型店が出店する市町村との連携というも

のが非常に重要になってくると思いますよね。ですから、そういう市町村との

連携、あるいは商工会、いろんな商店と連絡をし合ったり、情報を交換したり、

そういうことが重要になってくるということを、今回、私のところに出たショ

ッピングセンターを通して感じておりますので、そういう、市町村に対するこ

と、地域への対応について、今後どういう形でいくのか、最後に部長のほうか

ら見通しをお聞かせいただいて終わりたいと思います。 

 

輿水商工労働部長  課長のほうから答弁いたしましたけれども、大型店は、地域においてそれな

りの社会的な責任を果たしていただくという意味で、大変重要な施設であると

思っています。立地につきましては、広域に影響を及ぼすものについては県の

ほうにおきまして指導等をさせていただくという形で取り組んでまいりたい

と思っております。それ以下の部分につきましては、市町村のほうに、県と同

じような役割を果たしていただきたい。それから、地域貢献活動につきまして

は、重点的な項目をお示しさせていただきましたので、地域の商工会の皆さん

でありますとか、市町村と十分な連携を図る中で地域貢献活動をしていただき、

地域の中で大型店として地域貢献をしていただくという方向で、私どもとして

もこれに取り組んでまいりたいと思っております。 

 

（中小企業への金融支援について） 

樋口委員  続けて岩波課長にお聞きしますけど、本会議でも何人かの議員からお話があ

りました、中小企業への制度融資の金融支援、金融対策についてであります。

本会議では、１０月時点までの流れについて御答弁があったわけでありますけ

れども、ここへ来てやはり景気の先行きが非常に不透明で、なおかつ資金需要

期、中小企業にとって年末の資金繰りの時期に来て、大変いろいろなところか

らいろいろな相談や御示唆もいただいているところです。一番近いところでの

動向についてちょっと教えてください。 

 

岩波商業振興金融課長 少し前の期間から述べさせていただきたいと思います。比較的安定をし
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ているということを御説明するために述べさせていただきたいと思います。 

 月別の融資実績でございますけれども、７月までは２０億円を上回る水準で、

２０億円よりもちょっと上ぐらいのところを、本年度については推移してきま

した。８月になりまして、企業の稼働日数も少ないというふうなことも原因の

１つかと思いますけれども、８月は１５億９,０００万円、９月が１７億７,

０００万円、１０月が１４億６,０００万円ということで、若干のでこぼこは

ありますけれども、１０億円台で推移をしてきております。それで、１１月末

の数字が出たんですけれども、１１月については１８億９,０００万円という

ことで、８月以降とすれば一番高い数字が出てきておりまして、年末に向けて

それなりに資金需要が少しずつ出てきているのかなと思っておりますけれど

も、昨年の１１月の後半の融資から比べますと、全く違う様相でございまして、

資金需要は、そういう意味では相変わらず落ちついていると感じております。 

 それが資金需要、資金の動向でございますけれども、そうした結果、１１月

までは商工業振興資金の合計が１５２億円という数字でございます。したがい

まして、今現在、９月補正でいただきました５０億円を追加いたしまして、２

５０億円の総融資枠を持っておりますので、当面、年末、それから今のところ

は年度末まで見越して、この枠で対応できると思っています。 

 本会議で知事も答弁していますけれども、逼迫した状況になれば、また適切

な対応をその時点でさせていただく、その際には議会のほうにもお願いをする

というふうに考えています。 

 

樋口委員  重ねてお伺いしますけど、７月からずっと下がって、１１月に１９億円弱に

なってきたということですけど、それは去年のような状態ではなくて、毎年の

傾向だというふうに理解していいですか。 

 

岩波商業振興金融課長 例年の、いわゆる平準年でいいますと、やはり１０月に落ちて、１１月

の後半から年末で動き出しが始まってきます。１２月は平準年だと、大体９、

１０、１１月の３カ月平均の２.５倍の水準で出ていくというふうな動きでご

ざいます。昨年はちょっと異常ですので昨年は除いているんですけれども、そ

ういったことで見れば、ことしも同じような動きなのかなと思っています。 

 

樋口委員  少し落ちついたということであれば、本当にほっとするところでありますけ

れども、ここ２週間ぐらい、やっぱりデフレ再燃とか円高、株の下落と、環境

がまだ非常に悪いということで心配をしております。やはり、そういう状況で

すから、必要なところにはしっかり、かゆいところに手が届くといいますか、

そういった対応は相変わらず担当課で、あるいは行政として、してもらわなけ

れば困ると思っていますけど、去年のようにならない、あるいはなりそうにな

ってもしっかりと対応するという意味で、金融機関といいますか、信用保証協

会とか個人間というか、しっかりと連携して、あるいは要請活動等も雇用のほ

うではかなりしていると聞いていますけれども、金融対策のほうではどのよう

な対策といいますか、取り組みをされているのでしょうか。 

 

岩波商業振興金融課長 金融機関に対する要請活動ということでございますけれども、これにつ

きましては、今年度になりまして、６月に県内金融機関の代表者をお呼びさせ

ていただきまして、中小企業の金融円滑化に関する意見交換の中で、中小企業

に資金が回るようにお願いをしたいということで、知事が直接要請をした経緯

がございます。 

 そうした中で、昨今の景気判断では、底打ちなり回復のきざしが見られると

いうふうなことも言われておりますけれども、本県の中小企業は、やはり、依
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然として水準的には低いということでございますので、そういった中で金融機

関に季節的な要因も踏まえ、積極的に動いてほしいということで、昨日、それ

から一昨日、７日、８日でございますけれども、県の銀行協会の会長行でござ

います山梨中央銀行、それから信用金庫協会の会長金庫でございます甲府信用

金庫、それから信用組合協会の会長組合でございます都留信用組合を、商工労

働部長あるいは次長が直接訪問をさせていただきまして、中小企業へのさらな

る金融円滑化について協力を求めたところでございます。そのほか、県の制度

融資を取り扱うすべての金融機関に対しまして、文書により要請を行っており

ます。あわせて、信用保証協会に対しても保証事務について、的確かつ迅速に

事務をとり行うように要請したところでございます。 

 

樋口委員  切れ目なくやっていただきたいと思います。今、金融円滑化というような言

葉もありましたけれども、まさに借りちゃっていると、新規貸し付けじゃなく

て、今借りている分の返済の方法を変えてほしい、負担を軽減してほしいとい

うことで、４日に中小企業等の金融円滑化法が施行されましたけれども、本会

議の中でもそのことに若干、大まかに触れられていました。今そういう対応、

そのこともおっしゃったんじゃないかなと思いますけれども、この法案成立を

受けての県の対応、制度融資の貸付条件、変更はどのようにできるかというよ

うなことの指導とか、あるいは金融機関との取り決めとか、県の対応というの

は具体的にどのようなことがされているんですか。 

 

岩波商業振興金融課長 県の商工業振興資金につきましては、条件変更について、融資条件の変

更に係る事務取扱要領というもので定めています。これにつきましては、国の

中小企業金融円滑化法の施行に合わせまして、４日からこの事務取扱要領を改

正して始めているところでございます。改正前の要領、通常、今までやってき

たルールでは、融資後１年間については条件変更できませんということですと

か、償還期間は、変更を行った場合でもトータルで１０年以内、例えば５年の

ものであれば５年まで、条件変更で償還期間を延長するのは５年までという形

でございます。それから、返済猶予期間については１年以内ということで、貸

付条件の変更に制限を設けておりました。このため、今回の金融円滑化法に伴

う改正では、金融機関は顧客の求めに応じてできる限り対応しなければいけな

いというふうに義務化されたことから、こうした条件を金融機関でない県のほ

うで持っているということだと、金融機関の手足を縛ってしまうということに

なりますので、法律の施行期間であります２３年３月３１日までの間、今申し

上げましたような規定の適用を停止する、それを適用しないということにいた

しまして、金融機関の条件変更が適切に行われるような措置を講ずるというこ

とでございます。 

 したがって、金融機関の判断によって条件変更がスムーズにできるという環

境が整ったと考えております。 

 

樋口委員  また、その要綱なんか見せていただきたいと思いますけど、まさにモラル・

ハザードと表裏一体の法律だから、なんて話もあったり、金融機関に行ってい

る仲間から聞きますと、えらい法律をつくってくれるな、なんていうことを実

際言われまして、そうはいっても、というような議論もしたんですけれども、

去年、ああいう大きなリーマンショックがあって苦労して、今、制度融資を受

けて頑張っているところが、もう少し、もう少しというところで頑張っていま

すから、ぜひそこの後押しをしていただきたいと思いますし、今おっしゃられ

た金融機関との連携もさらに強化していただいて、県の柱である中小企業を、

さらにこの難局を乗り越えられるように、ぜひ応援していただきたいと思いま
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す。 

私のところにいろいろ問い合わせも来るんですけれども、うまく答えられま

せん。今おっしゃったようなことが、既に担当課、あるいは行政のほうに問い

合わせがかなり来ている状況ですか。その辺の状況はどうなのか、教えてくだ

さい。 

 

岩波商業振興金融課長 金融円滑化法の施行に伴って、条件変更について、ということについて

は、一般の融資先からはまだ具体的にございませんけれども、金融機関からは、

法律が施行になって県の制度融資の取り扱いをどういうふうにするんだとい

うふうな問い合わせが、改正案を出す前にありました。そういう意味でいえば、

スピーディーに対応ができたかなと思っています。それに対するお答えとして、

問い合わせがあったと同時に対応することができましたので、そういったこと

で対応としてはよかったんじゃないかと思っております。 

 今、県の金融相談窓口では、やはり、それ以外の融資、金融機関と当たって

なかなかうまくいかないとか、そういった金融相談というのが相当件数が出て

おりまして、１１月末までの８カ月で３６８件というふうな数字になっていま

す。昨年暮れは、ああいうふうな状況が秋からあったんですけれど、その実績

が４１４件というふうなことでございますので、昨年の相談件数としての実績

に迫っているか、または超えているような状況になるのかなと思っています。 

 

樋口委員  最後にしますけど、制度融資のメニューを見ても、一番初めにここへ電話し

てくれということで案内をしていますし、私たちも問われればそこに。ただ、

商工会議所や中央会や、それぞれに窓口がありますから、あるいは市町村があ

りますから、そちらを通じてということが多いと思いますけど、１年の中で一

番資金需要が高まる年末あるいは年度末ですから、この年末は特別に対応して

いくとか、そんなようなことをもし考えている、あるいはこれから考えるとい

うことがあるんでしょうか。 

 

岩波商業振興金融課長 金融相談窓口といたしましては、昨年に引き続き、今年度、仕事納めで

ある２８日以降、２９日、３０日、金融機関が窓口をあけている間は、金融相

談窓口も開いて、そういった金融に関する県民の皆さんの相談にこたえていき

たいと思っています。県庁が閉まってしまいますので、お越しいただいてとい

うことが難しくなりますから、基本的には電話でということなんですが、お会

いして面談でというふうな御要望をその電話の中でいただければ、同時期にＪ

Ａ会館で労働のほうの窓口があいておりますので、そちらのほうの場所をお借

りして面談も対応できる体制で臨みたいと考えております。 

 

（高校生の就職支援について） 

安本委員  高校生の就職支援についてお伺いしたいと思います。本会議の代表質問でも

ありましたけれども、もう少し対策を進めていただけないかと思っております。 

 まず、来年３月に卒業するまでに就職を内定させるということで、それに向

けての対応策についてですけれども、今回の答弁では、高校生の就職支援対策

会議を設置されたと。そして、この会議で決定された支援策のうち、個別企業

への求人枠拡大要請、６０社を回っていただいて５０人枠を確保されたという

ことで、本当に頑張っていただいていると思っております。この６０社という

数について、県内、まだまだ回れるところがあるのかなという思いもしている

わけですけれども、合同就職面接会、１５日に予定されておりますし、また、

来年２月にも、状況によっては追加開催も検討されていると聞いております。

今の状況ですと、まだ内定率については新しい記事も出ておりませんけれども、



平成２１年１１月定例会農政商工観光委員会会議録 

 ２７ 

きのうあたりの報道を見ていますと、全国で、ある調査によれば、前年に比べ

て１５ポイント低下しているというような報道もされておりました。２月、や

らなければならなくなるんじゃないかと思っておりますけれども、そうした面

接会等へ向けて、さらにもう少し頑張っていただいて、就職枠を確保していた

だける、その求人をお願いしていっていただきたいと思うんですけれども、そ

の点についてはいかがでしょうか。 

 

中澤労政雇用課長  高校生の就職支援につきましては、９月に就職支援対策会議を設置いたしま

して、県、教育委員会、それに山梨労働局が連携しまして取り組みを行ってお

ります。先ほどお話がございましたように、個別企業への求人要請等も行って

まいったわけですけれども、今後とも山梨労働局や教育委員会と連携いたしま

して、ハローワークにおける求人開拓、それからふるさと雇用再生基金を利用

しました事業で、産業支援機構などに雇用安定推進員６名を配置しております。

そうした方々による求人開拓、それに教育委員会のほうでは緊急雇用創出事業

により、就職支援補助員を５名採用し、各学校に配置をしまして企業を訪問し、

求人の開拓をしていただくというような取り組みを行うこととなっておりま

す。こうした各機関が連携し、求人枠拡大を図っております。 

 

安本委員  よろしくお願いします。私も、大学卒業のとき、オイルショックの第二次の

ときでして、いつもはきまって採用してくれる企業が、翌年は採用しないとい

うことで、３月まで就職が決まらなくて大変つらい思いをしました。高校生に

とってはなおさらだと思っておりまして、引き続き、御努力をお願いしたいと

思います。 

 もう一つは、そういった対策をしっかり進めていただいても、卒業しても就

職が決まらなかった場合の、そうしたメンバーへの就職のための支援というこ

となんですけれども、本会議でも質問がありまして、教育長、商工労働部のほ

うでも答弁がありました。私は別の対策もお願いしたいと考えておりまして、

今、新聞報道によりますと、２つの府県、京都府と鳥取県で打ち出しされてい

る事業です。来春、就職先が決まらないまま高校を卒業したメンバーを対象と

した職業訓練ですとか生活支援を受けながら就業支援対策を行うという事業

でありまして、京都府の場合は、先日の報道ですけれども、全国初の試みで、

高校生の就職内定率の悪化を受けて、来年４月から、高校新卒未就職者を直接、

府が雇用して職業訓練を受けてもらう支援事業を始めると発表したと。定員は

１００名で、各高校を通じて応募して、選ばれれば月８万円程度の給料をもら

いながら、希望の職種に応じた事務や技術の訓練を受けられるというものです。 

 もう一つの鳥取県のほうにつきましては、就職先が決まらないまま高校卒業

する人たちを対象にした職業訓練コース、定員が４０名だそうですけど、それ

を２カ所の県立高等技術専門校に設ける方針を固めたと。高卒直後から１年か

けてパソコン操作と簿記２級を身につけさせて、次の就職活動を有利に進めて

もらうのがねらいだという事業が出ておりました。 

 京都府の生活支援までというのは、国の後押しがないとなかなかできないか

なと思いますけれども、ただ、きのうの国の二次補正の中では、そのまま該当

するのかどうかわかりませんけれども、受け入れたところに生活費というよう

な案も出ておりましたが、職業訓練コースの枠の確保ですとか、職業訓練を受

けている間に就職先を探してあげるということならできるのではないかなと

も考えておりまして、こうした事業について、来年度の事業化をぜひお願いを

したいと思いますけれども、お考えをお伺いしたいと思います。 

 

佐野産業人材課長  今、御質問いただきました就職困難な新卒高卒者に対する訓練を通じた支援
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それから生活支援という観点からでございますが、まず、訓練の充実につきま

しては、現在、新規高卒者を中心に学生を募集しておりますのは、産業技術短

期大学校と２つの職業能力開発校でございます。都留と峡南でございます。ま

ず、産短大につきましては、今回の推薦入試で、各高等学校や企業から２.３

１倍の学生の推薦がございましたので、３０名増員して合格者を確保するとい

うような対応をとっております。また、都留、峡南の両高等技術専門校の普通

課程４科でございますが、これは定員８０名でございます。この８０名につき

ましては、鳥取県を初め、全国３３都道府県の１年間の普通課程は有料になっ

ております。おおむね高校の授業料と同額を授業料として取っておりますが、

本県の４科につきましては、無料で１年間の訓練を受けられるというようなシ

ステムになっており、前期試験は終わっておりますけれども、後期試験を３月

に実施する予定になっております。ですから、今のところ後期試験で４４名の

募集を行う予定でございますので、そちらのほうで吸収させていただきたいと

考えております。 

 また、生活支援の関係でございますが、現状を申しますと、１つは技能者育

成支援貸付制度というのがございまして、例えば経済的理由によりまして、な

かなか訓練を継続することができない方に対しまして、奨学金等を貸し付ける

制度が１つございます。これについては、現在、活用されております。また、

雇用保険を受給できないということで、当然、公共職業訓練の中の学生さんな

んかは受給できないという場合につきましては、一定の要件を満たしますと、

これは国の基金による訓練と公共職業訓練、両方とも受けられるんですけれど

も、訓練期間中に１０万円の生活支援を受けられるという給付制度がございま

す。これらの制度につきまして、積極的に周知していくということを、今後、

図っていきたいと考えております。 

 それから、安本委員から御指摘がございました、国の新たな制度設定の関係

でございますけれども、これにつきましても、就職困難な新規高卒者を対象と

いたしまして、生活費も支給される訓練コースが新設されるという方向で検討

が進められると承知しております。したがいまして、これを基金訓練で実施す

る場合については、本県でいいますとポリテクセンターで実施することになろ

うかと思います。既にポリテクセンターでは、６カ月の訓練をやっております

ので、それプラス６カ月で１年間の訓練、また、生活費も、１０万円を、条件

に合えば支給できる、こういうような制度設計になろうかと思いますので、ま

だ確定しておりませんけれども、これらの制度を本県でも活用できるように私

どもも情報収集しながら、今後の対応について検討していきたいと考えており

ます。 

 

安本委員  今伺いまして、いろいろあるようですので、周知徹底と、新しい制度と、し

っかり考えていただきまして、高校生が全てきちんと就職できるようにお願い

したいと思います。ありがとうございました。 

 

（障害者の雇用対策について） 

岡委員  一、二点、お願いします。まず、今の大変な不況の中での雇用問題というの

は、健常者でも大変な中なんですね。そういう中で、障害者が、実は、割合に

ジュエリーにかかっている人たちがいるわけでありますけれども、御案内のよ

うな状況の中で、ジュエリー産業も非常に難しい状況にあるわけです。そうい

う方々で仕事がなくて困っている、こういうふうなお話もあるわけであります

けれども、障害者に対する就職といいましょうか、それらについて何らかの手

だてはあるんでしょうか。 
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佐野産業人材課長  障害者の雇用の関係で御質問をいただきましたが、まず、民間企業における

障害者の実際の雇用率の状況でございますが、法定雇用率というのは１.８％

ということになっております。ただ、全国的にも、本県でも、平成２１年度の

雇用率につきましては、若干、それを下回る状況ということで、全国平均が１.

６３％、山梨県が１.６１％ということでございます。 

 そこで、雇用要請活動ということを、今、一生懸命やっております。これに

つきましては、毎年、年明けの１月から２月にかけて集中的に経済４団体、そ

れから受け入れ計画を持っているような企業を、私どもと山梨労働局を中心に

訪問させていただきまして、雇用をしていただくよう呼びかけを行っている状

況でございます。 

 

岡委員  普通の会社等の仕事ができる場合はいいんですが、御案内のように、ジュエ

リーの場合は、例えば研磨だとか、言うならば手作業の割合が多い方々が多い

ということで、例えば非常に手作業が器用だというのであるならば、違う職業

を見出して、ジュエリーから、今までとは違う、機械部門の産業の職業訓練な

んかをしていただきながら、その方向へ行くこともどうかと思うんですけれど

も、そういうふうな職業訓練対応がなされる場所があるんですか。 

 

佐野産業人材課長  障害者の方につきましては、非常に就職の状況が厳しいと、委員御指摘のと

おりでございますが、ただ、障害者の場合、一度転職しますと、なかなか次の

仕事が見つからないという、そういう厳しい状況もございます。ですから、で

きるだけ職業訓練を通じて手に技術を身につけていただくということは非常

に重要なことだと考えております。 

 県のほうでは、まず、就業支援センターというのが甲府にございますが、そ

ちらのほうで、総合実務科といいまして、例えば販売実務、それから環境サー

ビス実務、また、ある程度、企業での実習を含めた、そうした職業訓練を、現

在、実施しておるところでございます。また、企業へ委託しました訓練、これ

も例えばパソコン、介護、調理、企業での実習など、そうした訓練も幾つかコ

ースを設定いたしまして、現在、実施しているところでございます。 

 昨年度の状況でございますが、例えば販売実務、環境サービスコースでいい

ますと、修了者が１１名ございまして、そのうち７名が就職に至っております。

また、企業に委託して実施するコースにつきましては６３名が修了いたしまし

て２１名が就職に至ったということで、やはり手に技術をつけていただきます

と就職率が非常に上がるということもございましたので、今年度も引き続き、

同じような形で訓練を実施しているという状況でございます。また、改めて別

の職業訓練校につきましても、障害者の受け入れを積極的に進めているという

状況でございます。 

 

（商標冒認出願対策について） 

岡委員  ありがとうございました。ぜひ弱い立場にいる方々に温かい手を差し伸べて

いただきたい。こんな時期ですから、特によろしくお願いしたいと思っていま

す。 

 それでは違う視点でちょっと。実は午前中も若干、農政にかかわる部分でお

聞きをしたわけであります。ロゴマークというか、ブランド、商標の関係であ

りますが、中国の方々は例えばワインであるなら勝沼と、山であるなら富士山

というふうな形で商標をとられて、とられてという言い方は変ですけれども、

先に使用されてしまって、非常に山梨の場合には難しい部分があると、こうい

うふうにお聞きをしているわけであります。 

 そういう中で、このことは私はこの席で発言させていただいたと思うわけで
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ありますけれども、ことしの３月末に、私たちフォーラム政新で香港へ行った

折に山梨のブランド品といいましょうか、山梨の桃もブドウも山梨の産だとい

うふうな商標がなかったわけでありまして、そういう点から問題を指摘させて

いただいた経過があったと思うわけですけれども、そういう中で、今後、実は

農政の中では知事のトップセールスの中で、フジザクラポークという豚のすば

らしい、おいしい豚肉を香港あるいは台湾等を含めて国外へ輸出するという予

定が組まれているわけであります。それらについての商標問題について、ちょ

っと考え方をお聞きしておきたいと思います。 

 

尾﨑産業支援課長  商標についての御質問にお答えいたします。農政部のほうでは、桃の輸出な

どに伴って、マークということを積極的に進められているというふうに伺って

おります。商工労働部のほうでは、去年、「山梨勝沼」という地名が中国の個

人の方から冒認申請されたということが判明し、それに対する対応を行ってま

いりました。県庁各部と連携いたしまして、具体的には企画部、農政部、観光

部と連携いたしまして、県庁全体として、それに対して異議申し立てを行って

まいりました。そういった体制の中で、各企業に対しましても研修などを行い

まして、輸出の際には御自分の会社の商標であるとか商品名、あるいは看板に

なっているブランドなどを登録することが重要だという研修などをさせてい

ただいております。それに応じて、各企業のほうでは個々の会社のブランド名、

会社名などを登録されるという動きが出てきております。 

 また、ワインのほうの「山梨勝沼」という地名が上海で登録されたことに関

しましても、７月１日に異議申し立て書を正式に中国政府のほうに提出いたし

まして、さらに９月には異議申し立て書に対する追加の資料を提出いたしまし

て、正式に中国政府によって審査をしていただいております。 

 

岡委員  できれば、その見通しなんかも。例えば、それが取り消しをしていただける

状況にまで、申し立てをして、それが裁判にかかるのかな、いずれにいたしま

しても、そういうふうな形の中で中国とは法律がちょっと違いますから、そう

いう点では何とも言えないところもあるんですけれども、やっぱりこれから山

梨の場合も外国へ積極的に輸出をしていくという形の中では、ブランド名とい

うのは非常に大切だと思うわけですよ。 

 そういう点で、先ほども言いましたように、山梨の桃というブランドは出て

いないわけです。ですから、山梨の、例えばブドウにしてもそうなんですけれ

ども、そういうふうなものはなくて、日本の桃であり、日本のブドウであるわ

けです。だから、日本の桃であるならば、岡山の桃もやっぱり日本の桃になっ

てしまう。あるいは、長野の桃も日本の桃になってしまう。やっぱり山梨の桃

というのを、それなりに商標としてかち取っていかなければいけない。 

 そのときに、まさにフジザクラポークというのは非常においしいわけですね。

これからさらにワインビーフだとか、いろいろな形で出ていくと思うわけであ

りますけれども、そういうときに産業支援課としては、今、お聞きしましたよ

うに、横の連携も、企画部を含めてとられているようでありますから、それな

りにしっかりした対応の仕方をしていかないと、先に使用されてしまっては何

もならないと思うわけでありまして、ぜひ積極的な取り組みをしていただきた

いと思いますが、今後の取り組み、さらなる取り組みについてお聞きをしてお

きたいと思います。 

 

尾﨑産業支援課長  今後の取り組みについてでございますが、ワインなどの各企業の輸出の意向

というのは、この商標と絡めて考えますと、直近、目先の輸出のことだけでは

なく、中期的に、５年後、１０年後、どのように輸出を各企業が考えているの
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か。輸出の意向が中期的にあるようであれば、各企業として輸出の際には防衛

的な措置として商標を積極的に保護していくことが必要であるというのが、各

部を連携して、あるいは特許庁などから情報を得て、一番重要なことであると

認識しております。まず、そういった考え方を各企業の方々と研修などを通し

て我々のほうも共有をさせていただき、その上で、「山梨勝沼」といったよう

な地名が登録されるというようなことに関しては、これは中国政府であっても、

中国の法律であっても、積極的に防御的な措置をとってまいりたいと考えてお

ります。 

 

（ワインコンクールについて） 

岡委員  ぜひよろしくお願いしたいと思います。最後になりますけれども、もう一点。

今、ワインの話が出ました。山梨のワインは非常に昨今、国内では金賞も幾つ

かとっているわけであります。そういう点では、ワインの質もよくなったとい

うふうに評価をされてきておりますけれども、外国からするならば、まだまだ

低いみたいな話もあるわけでありますけれども。私も、三、四年くらい前でし

ょうか、ワインコンクールがここ五、六年前から行われているわけであります

が、そこへ出席させていただきまして、いろいろ議論をした経過もあるわけで

ありますけど、これにつきまして、世界のワインコンクール的なものを山梨に

よって開催するというのはいかがでございましょうか。ちょっとお聞きしてお

きたいと思います。 

 

尾﨑産業支援課長  山梨県のほうから支援をさせていただいておりますコンクールは、国産ワイ

ンコンクールということで、国産のブドウを使ったワインについて、質の向上

と販路拡大を図っていくという取り組みでございます。 

 山梨県が支援をさせていただいておりますのは、やはり国産のブドウを使っ

たワインの振興を図るという点でございまして、そういった趣旨に沿うという

意味で国産ワインコンクールを支援させていただいておりますので、世界のワ

インコンクールということになりますと、若干その趣旨からは難しいところが

あるかと考えております。 

 

岡委員  一応、了解いたしますが、確かにブドウは、国内において、山梨のブドウと

いうふうに言われているわけでありますけれども、しかし、質の分からするな

らば、つまり、ワインをつくる、ワイン製造にかかわるブドウの品質からする

ならば、山梨のブドウというのは決してすぐれているとは、これは農政で言わ

なきゃいかんところなんですけれども、すぐれているとは言えないわけですね。 

 つまり、生産量だとかそういう部分については、間違いなく山梨のブドウは

それなりにすぐれていると思うわけであります。しかし、ワインという次元か

らするならば、例えば長野だとかあるいは北海道だとかいうふうな形のブドウ

の品種からして、ワインをつくるにはすぐれているブドウが生産されるという

ふうに言われているわけでありますから、そういう点からして、これから山梨

におけるワインづくりというのは、世界へ向けて発信をしていくということに

なると、非常に大変だろうと思うわけであります。 

 これらについては、いずれにいたしましても農政ではないわけでありますか

ら、商工の中のどこかの課でやっていただけると思うんですが、一生懸命努力

をしていただきたいと思うんですが、その辺、いかがでございましょうか。 

 

尾﨑産業支援課長  まず、御指摘がありました質の向上についてでございますが、国産ワインコ

ンクールの実行委員会のほうでも、海外の世界的に著名な審査員を招くという

ような形で、その部分のキャッチアップというのは配慮をいただいていること
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と考えております。 

 また、ブドウに関しましては、農政部と合同でワイン産地確立推進事業とい

う中で、ブドウの系統選抜などをさせていただいておりますので、そういった

事業を着実に展開させていただきたいと思います。 

 

岡委員  やっぱり山梨というとワインと言われます。部長におかれましても、これか

ら知事と一緒に、きっと香港だとか上海だとかその他のところへ出かけていっ

て、トップセールスと関係すると思うわけでありますけれども、ワイン問題を

含めて、これからの海外進出に向けて、県の考え方を述べていただきたいと思

います。 

 

輿水商工労働部長  今、お話がございましたような、ワイン、あるいはその他の地場産品もそう

でございますけれども、山梨の製品としてのブランド力というのは徐々に高ま

りつつありますし、特にワインにつきましては、先ほど来、お話が出ておりま

すように、国産ワインコンクール等の中で、国産ワインの中でも山梨県産のワ

イン、甲州ワインというものがしっかりとブランドとして確立をしてきている

と考えております。 

 ワインを含めまして、地場産品の海外展開、販路拡大というのは大変重要で

あろうと思っております。私どもといたしましても、さらなるブランド力の向

上と海外への販路拡大に努めてまいりたいと考えております。 
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主な質疑等  観光部関係 

 

※第１２９号  平成２１年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政商工観光委員

会関係のもの及び第２条繰越明許費の補正中農政商工観光委員会関係のもの 

 

質疑       なし 

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

質疑 

 

（富士北麓広域周遊観光駐車場の整備について） 

武川委員  富士スバルラインのマイカー規制と周遊観光などに伴う、ふもとにおける駐

車場整備についてお伺いしたいと思いますけれども、このことにつきましては

さきの議会におきまして、予算もついたところですけれども、その後、どんな

ふうに進んでいるのか、取り組まれているのか。まず、その辺からお伺いした

いと思います。 

 

塩谷観光資源課長  ９月議会で承認をいただきました補正予算４,８００万円でございますが、

１１月上旬には環境影響調査業務を発注し、同じく１１月下旬には駐車場の概

略設計業務、地形調査業務を発注したところでございます。現在は、文献など

による調査を終え、現地、候補地を含めたその周辺の実地調査を進めていると

ころでございます。 

 

武川委員  そこで、漏れ聞きますと、今月の１７日かな、「富士スバルラインの適正利

用と北麓観光振興検討委員会」が開かれるとのことを聞いているんだけれども、

であるならば、この委員会においても提示できる資料、あるいは説明できる部

分、このことにつきましては、ある程度出せるものは出す、説明できるところ

は説明するということが必要じゃないのかなと思うんだけど、どうなのかな。 

 

塩谷観光資源課長  検討委員会は１７日に開催する予定で、今、資料を作成しているところでご

ざいます。ちょっと時間をいただければ資料を調製したいと思います。 

 

武川委員  じゃ、資料をおつくりいただいているということですから、また教えていた

だきたいわけですけれども、先ほど申し上げましたマイカー規制、あるいは周

遊観光のための、ふもとにおける駐車場につきましては、北麓の大方の皆さん

が大変期待していることは間違いないわけであります。特に私なんかは、これ

は、本当に、北麓の観光立県山梨、北麓の地域振興ということを考えたとき、

３０年、５０年の先を見据えると、大変重要で意義があってよかったなと思っ

ている１人なんですが、一部、ふもとの観光業者の中に、この駐車場ができる

と規制日が広がって、現在の広い意味の観光というものに対して何か阻害する

んじゃないかという思いの方もいるように聞いているんだけど、その辺はどん

なふうに認識しているかな。要するに、大方は期待しているんだけれども、一

部の観光業者は、駐車場ができると規制が広がって、何か観光が阻害されるん
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じゃないかというような人がいるけれども、どんなふうに思いますかと。 

 それからもう一つは、それに対して、そういう観光業者には検討委員会を通

して、その中で説明しているから、それは十分認識されつつあると。その辺の

ところをちょっと御説明できればしていただきたい。 

 

中楯観光部長  そもそも我々観光部がこの駐車場整備に当たっているわけでございますけ

れども、マイカー規制の拡大をもう少し、７月は、非常に、海の日の周辺がこ

むと。中央道で３時間ぐったりしてきたら、またスバルラインでぐったりする

と、こういうイメージが非常によくないということもありまして、その辺をも

う少し延ばしたいということもありまして、この辺を、よく地元の意見を聞い

てやるんだということで、もともとのスバルラインのマイカー規制にかかわる

人たちと、それから、去年、観光圏という計画、これは何回も本会議でも答弁

申し上げていますけれども、その中で周遊観光というものに非常に力を入れて

おりますので、両方をあわせた形で観光部が受けて、地域振興、観光振興とい

う観点から考えていきたいということで、地元に入りました。 

 検討委員会の方々にお諮りをして、既にこれは県土整備部のほうでやってお

りますけれども、これまでの１２日間のマイカー規制を、やはり来ていただく

方がよいイメージを持ってお帰りいただくということも含めて、３日間は延長

すると。その場合に、駐車場の確保ができません。北麓公園駐車場が実はメー

ンでありまして、この公園自体が、夏季は非常に利用人数が高いわけでござい

まして、これ以上広げられないと。あるいは、民間駐車場も相当数入っている

んですけど、ここも民間ゆえに今後どうなるかというのが非常に不安定でござ

いまして、従来からこういう問題がございました。おまけに国道から四、五キ

ロ入ったところに駐車場があるわけです。５カ所に点在しているという中で、

やはり１カ所に集約した駐車場と、観光圏で目指す周遊観光というものを、こ

れから資料があれば説明できますけれども、そういったものを定着させて、宿

泊滞在型の観光地と。滞在することによって、時間を多く使うことによって、

１日目の富士山と２日目の富士山を違う場所で見てもらう、あるいは違う時間

に見てもらう、そういうふうな観光振興につなげていこうということで進んで

おります。 

 先生がおっしゃるように、地元の方々の御不満が、例えばその規制がより拡

大していくのではないかという御懸念があるという話をお聞きしたことはご

ざいますけれども、私どもも、これまでもやってきていますように、そういう

問題は地元の方々とお話をして、その上で進めてきておりますので、これから

も、もしそういうことがあれば、当然、地元の方々の御意見を踏まえて進んで

いくと考えていますので、そういう御懸念は抱かなくても結構ではないかと思

っております。 

 

武川委員  先ほど申し上げましたように、観光立県山梨、地元の振興のためには大変す

ばらしいことだと期待しているわけでございますけれども。整備の拡大という

ことについては、将来的には時代の要請とかさまざまな要因の中で、これはわ

かりませんけれども、少なくとも短いスパンの中ではそういうことは考えてお

られないようにも認識していますけれども、多くの皆さんは期待しているけれ

ども、一部の観光業者については、すぐ拡大されると困るなというようなこと

の中で若干心配されている方もいらっしゃいますから、その辺のところを、ス

バルラインについては、本来は県土整備部が主体となるべきことなんだけれど

も、観光部という視点の中で、観光部という立場の中で、一生懸命、観光部が

対応していただいているわけでございますけれども、その辺の点について、ひ

とつ、地域がこぞって理解を深めていけるような努力をしていただきたいと思
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います。 

 それから、もう一つは、マイカー規制と同時に周遊観光のための、というこ

とがあるわけですけれども、私は以前にも申し上げましたけれども、観光だけ

ではありません。何事もそうですね。世の中は、今、点から線、線から面的に

というのが、さまざまな分野での考え方だろうと思うわけでありますけれども、

その意味において、面的に、北麓がゾーンとして観光客を受け入れるというこ

とのために、この拠点となるべき駐車場は、その意味においても非常に重要だ

と、意義深いと思っているわけです。 

 さて、そこで周遊観光ということなんだけれども、実際に、具体的にどうす

るかというと、非常に僕は難しいと思うんですよね。ですから、今、その辺の

ところについて、どのような考え方でいるのかなと。現状の中で整理している

ことをちょっとお聞かせいただきたいと思います。 

 

小林観光振興課長  この点につきましても、ハード、ソフトということで、一緒に資料を用いま

して説明させていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 

武川委員  いずれにしても、この、ふもとにおける駐車場整備につきましては、マイカ

ー規制、マイカー規制は富士山の保全と保護と、それからもう一つは、登山客、

観光客のための安心・安全、その利用者に時間的なロスを与えないという、さ

まざまなことがあるわけですけれども、そして今申し上げた周遊観光というこ

とがあるんですが、私は、もう一つ、マイカー規制のための、周遊観光のため

のということに加えて、災害というのはないことが一番いいんですけれども、

今、多様な災害というのが起こり得るわけでありますけれども、そのための防

災の拠点としてもこれは位置づけられるのかなと。 

 私どもが思っているのは、せっかくつくるのであれば、マイカー規制、周遊

観光、そして防災の拠点、そういう機能もあわせた、せっかく整備するんだか

ら、思いつきでいろいろしていかないで、きょうなんか委員会の中でも執行部

が答えるのは、努力しますとか。いつもそういう言葉を聞くんですけれども、

ともかく今は、ただ努力するという時代じゃないから、ぞうきんに例えれば、

ぞうきんの絞り方もいろいろあるけど、もう布がちぎれるぐらい知恵を絞って、

各般にわたって努力しないといけない時代ですから。難しいですよ。マイカー

規制に伴う、あるいは周遊観光のための、そして今申し上げた防災拠点のため

のという部分をバランスよく、限られた予算の中で整備していくというために、

ぜひ知恵を絞ってやってもらわなければ困るわけで。資料をもらってからでも

いいけれども、どうかな。 

 

中楯観光部長  先生御指摘のとおりでございまして、駐車場のみならず、当然、防災の拠点

として使うことも可能でございますし、地元のお話なんかをお聞きしますと、

富士北麓公園が、トップシーズンですので、例えば世界的な規模の大会である

とか、あるいは全国規模の大会であるとか、そういったものを、今やっている

マイカー規制期間中の駐車場利用がなくなれば、かなり誘致をこれからしてい

こうという気運もあるわけです。それが地域振興にもつながるということで、

北麓公園駐車場があくということでも相当の経済効果もあるだろうとも認識

していますし、当然、災害時の防災の拠点としても使えるようにしたいと。 

 それと、もう一つは、基本的にはいろんなイベントがございまして、例えば

北麓をスタート地点としております「富士ヒルクライム」なんかもございます

けれども、こういった大型イベントも、より利便性の高いところで行えますの

で、お考えがあれば、そこで十分利用できる、というふうに、多目的で使うと

いうことは、基本的には考えていっております。ただし、今、アバウトな形で
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出ていますけれども、やはり、景観、環境、こういったものにも配慮しながら

取り組ませていただきたいと思っておりますので。また後ほど説明をさせてい

ただきます。 

 

鈴木委員長  武川委員の質疑中ですが、資料が来しだい、また時間を見て再開したいと思

います。 

 

（産業観光について） 

大沢委員  質問するつもりは全然なかったんですが、聞くは一時の恥、聞かぬは一生の

恥ということで勉強させていただきたいんですが。先ほど観光部長との雑談の

中で、それはこういうことだとわかったので、じゃ、聞こうかなと思って。 

 産業観光というのを最近あちこちで聞くんですが、産業観光というものはど

ういうもので、山梨県ではそれに対して取り組みはどうしているのかなという

のを伺いたいと思います。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 産業観光でございますが、いわゆる産業にまつわる工場とか

生産過程とか、そういうものを観光の素材にいたしまして、お客様に見てもら

うというような取り組みのことを言っております。例えば、川崎あたりではた

くさんの工場がございますね。そういうものを、例えば船を浮かべて見るとか、

そういうものも産業観光の１つとして取り組んでいます。 

 今、山梨県での産業観光でございますが、中小企業団体中央会のほうで３年

ほど前から取り組んでいただいておりまして、これまでパンフレットをつくっ

たり、あるいはモニターツアーをしたり、さまざまなことに取り組んでおられ

ます。それについて私どもも御協力をさせてもらってきたということでござい

ます。現在、産業観光に関する工場、それから生産過程、さまざまなものが、

たしか４０数カ所ぐらい設定されているはずです。 

  

大沢委員  県内にもあるようですけれども、ほかから聞くものが、割合にお客が多いと

いうふうなことを聞くんです。山梨の場合、それに対しての評価は、どういう

評価をされているのか。これから推し進めていくというふうな意向があるのか

どうか伺いたい。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 まず、これは会社のほうから見れば、イメージアップの機能

もございますし、あと、担い手の確保とか、子供たちが行くとなると、教育と

か、さまざまな物づくりに対する理解とかいうこともございますので、観光だ

けでなくて、さまざまな面で効果があるものだと思っております。そういう面

でも、今後、中小企業団体中央会のほうで基本的におやりになっていくわけで

すが、私どもとしましても、そういう旅行商品の造成とか販売とかいうことに

つきましても、やまなし観光推進機構を通じまして御協力申し上げるというよ

うな形が考えられるのではないかと感じております。 

 

（観光キャンペーンについて） 

樋口委員  中途半端になっちゃうかもしれませんけど。先日、ＪＲの知り合いから、来

年もキャンペーンをやるよと。非常にうれしいことを聞きまして、１９年は「風

林火山」で非常に大勢の人が山梨を訪れてくれたり。この間、全国議長会の研

修会で皆さんと一緒に東京の都市交通センターで研修を受けたときも、結局、

観光の柱は、あのときの話だと、「篤姫」だことの何とかだことの、そういう

テレビを媒体にしたものが、非常にパーセンテージが高かったと思っていまし

たから、「風林火山」の後、また何年かたって、来ればいいかなと言っていま
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した。１９年は「風林火山」、２０年はデスティネーションキャンペーン。で、

ことしが「花と名水 美し色の山梨」キャンペーンということでやりましたが、

来年もやるということでありまして、非常に期待をしているところであります。 

 過去２回と連続して、全国で本当にポイントを絞ってのキャンペーンと聞い

ていましたから、ずっと何年も山梨に来るということ自体が、非常に不思議な

感じもするんですけれども、そのことについて、過去２回の経済効果といいま

すか、観光効果といいますか、いろいろな効果について教えていただきたいで

すし、来年どういう時期に、どういうふうにやるのか、概要について、もし、

今できるだけのことを提供していただきたいなと思います。 

 

小林観光振興課長  平成１９年度の大河ドラマ「風林火山」の効果をもちまして、その年度にお

きましては、過去最高の本県観光客の増加を見たわけでございます。その目減

りをできる限り減らさなければいけないということで、翌２０年度におきまし

ては、デスティネーションキャンペーンという形で、普通は大河ドラマが終わ

った後は観光客が２割ぐらい減ると言われているんですが、非常に少ない目減

りで抑えたということがございます。 

 本年度におきましては、先生から御指摘いただきましたように、ＪＲ東日本

の重点販売地域に指定されまして、この４月から６月におきまして、「花と名

水 美し色の山梨」という形でキャンペーンをさせていただきまして、ＪＲ管

内１,５００駅がございますけれども、そこに山梨県の５連ポスターを張って

いただけるなど、非常に大きな経済効果がございまして、こういうのを換算し

ますと、ＪＲのそういう御協力だけで８.４億円ぐらいの事業効果があると言

われておりまして、そういう形で進めておりました。 

 こういう形で、ＪＲ東日本の春のキャンペーンは、管内で２カ所しかござい

ませんで、私どもも、こういった厳しい経済情勢の中で、何とか観光振興に寄

与しなければいけないということで、部長を初め、ＪＲ東日本のほうに働きか

けておりましたところ、その辺の働きかけを認めていただきまして、非常に異

例ではございますけれども、２年連続という形でＪＲ東日本の重点販売地域に

指定されたというわけでございます。 

  

樋口委員  すごいですね。ＪＲ東日本管内で２つのところを、何年も山梨に来るのがち

ょっと不思議なんですが、それはどうしてなんですか。理由があるんですか。 

 

小林観光振興課長  日ごろからＪＲ東日本の幹部とも接触をもちまして、山梨県の熱意というも

のは示しておりまして、そういった日ごろからの密接な連絡調整、あるいは山

梨県の考え方というものをわかっていただきまして、今回、こういう形で、２

年連続の春の重点販売地域という形で指定をいただいたわけでございます。 

 

樋口委員  ことしは、レトロ列車を走らせて、マニアといいますか、家族連れの方が大

勢来たとかいうことが記憶にあるんですけれども、やっぱり４月、５月、６月

の３カ月を、山梨の花を中心として売り出すということだと思いますけれども、

特にどういうコンセプトというようなことがもう決まっているんですか。ある

いは、ＪＲと一緒にこれから話し合いをするんですか。 

 

小林観光振興課長  現在、ＪＲのほうの担当者と私どもの県、やまなし観光推進機構の３者をも

ちまして、具体的な内容につきましては詰めているところでございまして、来

年、１月下旬から２月半ばぐらいには具体的な考えがまとまりましてプレス発

表できるという形で、今、そこを目指して作業を進めているところでございま

す。 
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樋口委員  また時々伺っていきたいと思いますけれども、先ほどの８億円ほどの事業効

果、ちょっとわかりづらいんですけれども。経済効果ではないし。その辺につ

いてもうちょっと詳しく。 

 

小林観光振興課長  普通、ＪＲのほうで県がポスターを張っていただく場合には費用がかかりま

して、こういった重点販売地域にかかりますと、それがすべて無料で張ってい

ただけると。全国には掲出可能な１,５００ほどの駅がございますので、非常

にそういう点ではありがたい話ということもございますし、また、ＪＲが独自

につくりますパンフレット等もございまして、そういった費用を換算しますと、

８.４億円ほどの事業価値があるということでございます。 

 

樋口委員  山の手線内とか、あるいは主要駅に山梨の名前、山梨の美しさのポスターを

張られるということで理解していいですね。 

 そうすると、例えば８億円浮く分を、さらに、せめて、どこかでも申し上げ

ましたけど、テレビだと思うんです、やっぱり。テレビスポットとかテレビＣ

Ｍ、そういったものでＪＲ東海なり東日本さんが大変すばらしいスポットとか

ＣＭを流していますけど、そういったものを県が大きく事業効果としてとらえ

て、その事業にさらに投資するといいますか、攻めるというようなことで、例

えば吉永小百合さんを使ったり、いろいろなやり方があると思うんですけど、

そういったものでさらに山梨の魅力をＰＲするような話にはならないわけで

すか。 

 

小林観光振興課長  私どももこういった他の観光振興団体と連携してやっていくということも、

１つはこういった厳しい経済情勢の中で、さまざまな媒体を、さまざまなパー

トナーを探して連携してやって、県としては少ない支出において最大限の効果

を得るということもございます。 

 先生がおっしゃったようなことも、今後、ＪＲとの協議の中で、できるだけ

可能なものは取り組む中で進めてまいりたいと思いますけれども、県としては

こういった厳しい経済情勢の中で、こういった大きな団体、観光に強い団体と

連携できるということで、非常に経費的にはありがたい話だと考えております。 

 

樋口委員  今回のキャンペーンがまた成功して、送客といいますか、乗降客といいます

か、ＪＲ東日本さんにも大きなメリットがあるということであれば、先ほど、

ＪＲ東日本管内で山形と山梨２つだけの地域でやるということでありますけ

れども、そういう成功が実績として残れば、さらにこれからも連携の中で続い

ていく可能性も大きくあるというふうに。 

 

小林観光振興課長  私どもの考え方というのは、やはり、ＪＲ東日本の管内、関東、甲信越、東

北になるんですけれども、こういった形でできるだけ少ないチャンスではある

けれども、働きかけは続けて、例えば春がだめなら秋をねらうとかいうような

形でチャレンジしてまいりたいと考えております。 

 

樋口委員  わかりました。それで、４、５、６月でありますけれども、ポスターの掲出

というメリットを今おっしゃられましたが、それが一番大きなメリットなのか

もしれません。４月１日以降に張るということですか。それとも、その前から

張るということですか。 

 

小林観光振興課長  ３月から張るという予定で、今、考えております。 
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（信玄公祭りについて） 

樋口委員  信玄公祭りが４０回目を迎えるということで、本会議の中でも会派の代表質

問でお伺いしました。ちょうどその時期でもありますから、４月の第２金、土、

日だと思っておりますけれども、そのことについても大きくＰＲをしていくと

いう日にちでよろしいですか。 

 

小林観光振興課長  既にＪＲとの話し合いの中では、信玄公祭り第４０回の節目であるというこ

とで、その辺につきましても、ＪＲという交通機関を使ってたくさんのお客さ

んを連れてきていただくというような形でのツアーのことにつきましても、ア

イデアベースとして既に出ている状況でございまして、ＪＲの駅への信玄公祭

りのポスターの掲載から始まりまして、ＪＲでの信玄公祭りキャンペーンなど

も実施していくということで、ＪＲと連携しながら信玄公祭りにおきましても

盛り上げてまいりたいと考えております。 

 

樋口委員  ことしの４月の第３９回の信玄公祭りは非常に楽しかったと、私は記憶して

おります。いろいろな催しも、また新たに、あるいは少し大き目にやった記憶

があります。また、先日のえびす講でも同じようなグルメ横丁なんかを出して、

多くの県民、家族連れが甲府のまちで楽しんでいただいた記憶があります。 

 ３９回のこの間の信玄公祭りは４０回の信玄公祭りの成功に向けてのいろ

いろな試行をしたと聞いているわけでありますけれども、まだちょっと聞くの

は早いのかなと思います。でも、準備はかなり進められているとも聞いている

わけでありまして、第４０回の信玄公祭りのコンセプト、あるいは３９回の信

玄公祭りでの成功事例、どういうふうなものを取り入れながら第４０回を成功

に導いていくかなんていうことが、今現在でわかるところで結構ですから、ち

ょっと教えてください。 

 

小林観光振興課長  信玄公祭りにつきましては昭和４５年から開催しておりまして、よろい武者

１,５００人を一堂に集めたという面におきましては、全国最大規模の武者祭

りと言われております。今までの歴史の中で観光客の誘致と地域にも大変貢献

した祭りだというふうに評価されていると思いますし、また、市町村や県内各

企業が参画をしていただけるということで、県民の祭りとしても定着している

というふうに理解しております。 

 しかしながら、４０回を迎えましてマンネリ化も言われておりますので、４

０回のコンセプトといたしましては、集客力の高い全国ブランドのイベントと

なることを目指したいと。それから、国内外に山梨県を発信できるようなイベ

ントとしたい、観光客や県民も参画できるようなイベントとしたい、それから、

地域経済の活性化にも寄与するようなイベントとしたい、というようなことを

コンセプトとしてやっていきたいと思います。 

 特に３９回は、４０回の試行として行ったわけなんですが、こうして多くの

方々に祭りを実感していただけるということで、メーン会場を甲府駅前に移す

というようなことをやっておりますし、また、先ほど御指摘がありましたグル

メ横丁みたいな、非常に話題性のある取り組みを行っておりまして、そういっ

た３９回で成功した事例というのは、４０回におきましても継続してやってい

きたいと考えております。 

 

樋口委員  ぜひお願いしたいと思います。ちょっと指摘しました、先ほど武川委員の中

にも、点から線、線から面という話がありましたけれども、なかなか面の中で

ぽつんと暗いようなところが結構あるわけでありまして、大きな面積を持つ店
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舗とか、そういういろいろなところがこぞってこの３日間、一緒ににぎわいを

創出してくれると非常にありがたいし、何年か後は紅梅町には宝石美術専門学

校が来たり、また、新たな県庁舎のにぎわい創出にかかわる部分も出てきます

から、そういったものにつながるように、ぜひ成功に結びつけていただきたい

と思います。そういった官民の協力体制も準備を整えつつあると思いますけど、

それについてはいかがでしょうか。 

 

小林観光振興課長  先ほど、地域経済の活性化にも寄与するようなイベントとしたいということ

を申し上げましたけれども、私どもも先生のおっしゃるとおり、地域の商店街、

あるいは百貨店といったところとも連携いたしまして、信玄公祭り協賛セール

等々、そういった催しをやっていただけるように、今、働きかけているところ

でございます。 

 

樋口委員  これで終わりますけれども、ぜひ甲府の商店街、あるいは、先ほど、山梨を

全国に発信するのも１つ、というようなことも言われましたから、そういった

発信のできる人やグループを巻き込んでやっていただきたいと思っていると

ころではあります。観光部がキャンペーンを連続して持ってきたことは非常に

評価を得るんじゃないかなと思いますし、私たちは私たちの立場で信玄公祭り

をつくっていくと、さらにもっとつくっていくという立場で応援をしたいと思

いますので、さらなる御尽力をお願いします。 

 

（資料「富士北麓広域周遊観光駐車場の整備について」により、説明を受けた） 

 

（富士北麓広域周遊観光駐車場の整備について） 

武川委員  今、一連の資料による説明を受けたわけですけれども、この事業推進に当た

っての必要要件、特に留意すべき点、これらを総合して最大公約数の中で一番

ベターなところにまず用地設定をしたということから始まって、当面の考え方

の御説明を受けたわけですけれども、まず、先ほどお話し申し上げましたよう

に、第１点は、ともかく、来る１７日ですか、「富士スバルラインの適正利用

と北麓観光振興検討委員会」が開かれるようですから、そこを皮切りに、とも

かく行政、各種機関、団体等々に十分な説明をする、そして県民はもとより、

地域の住民に丁寧な説明をしていくということが、まず重要じゃないかなと思

います。 

 それから、スバルラインのマイカー規制については県土整備部が主体である

わけですけれども、よく縦割り行政と言われている中で、ここまで県土整備部

と観光部がうまくいろいろここまで立ち上げてきたなと思って、その点につい

ては評価をいたしておるところでございますけれども、先ほど申し上げたよう

に、特にこれから防災拠点というような視点もあるわけですから、その担当部

ともさらに連携を図って、必要なところは横断的に連携を図っていただきたい

と思っております。 

 今も、白壁先生ともちょっとお話をしたんですけれども、今後また、いわゆ

る周遊観光ということになりますと、今度は、よく言われる観光地のオプショ

ンツアーなんていうのもあるわけですけれども、そのオプションツアーの商品

化に向けて、この事業の推進と並行して、各市町村などとも、あるいは観光推

進機構などともすべて連携しながら、あわせてオプションツアーの商品化に向

けてのいろいろな作業も進めていっていただきたいと。それから、駐車場の管

理運営に当たっては、いわゆる指定管理者などのこともあるのかなとも思って

おりますので、いろいろ一度にお話を申し上げましたけれども、整理してお答

えをいただきたいと思います。 
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中楯観光部長  来週になりますが、１７日に地元にお諮りをして、私どもが考えている方向

性を確認したり、意見をお聞きして、また方向修正したいなと。特に、面的な

整備につきましては、我々も一定の考え方を示せると思っておりますけれども、

周遊観光自体は地元が本当につくり上げていただく、それが観光地をつくって

いく上で一番大事なことだと思います。５ページの表にございますけれども、

三、四年は、まわりつくまでかかるだろうと、こういうイメージを持っている

わけですけれども、そこへ地元が主体となってつくり上げていただくと、その

ことが観光地づくりにつながっていくと。挑戦をしていただいて、発展をして

いただくと。そういう意味で、地元の方々と一体となって進めていきたいと思

っております。 

 整備に当たったほうといたしましては、先生方から手を挙げていただきまし

て、本当にありがとうございました。図らずも資料が説明できたことを感謝申

し上げまして答弁といたします。 

 

武川委員  後段の部分の、管理運営について、そういうような考え方もあるんだけれど

も。 

 

中楯観光部長  おっしゃるとおりのことが、一応５ページの左側に書いてございまして、小

林課長が若干説明いたしましたけれども、運営主体、まわりつくまでは、やは

り、観光推進機構、観光圏協議会といったところで試行錯誤していこうと。一

度にできないものと思います。二十五、六年になりますと、大体モニターツア

ーとか試行が終わりまして、運営主体も大体安定的にできてくるのかなと。そ

ういうふうに、発注できる段階になりましたら、こういう施設自体が県直営の

ものでありますから、指定管理者制度も、当然、導入できるものでありますの

で、その辺は、指定管理者の問題も視野に入れて取り組んでいく必要があると

いうことで、地元に諮る資料の中にも入れてございます。どうぞよろしくお願

いいたします。 

 

（観光圏整備事業について） 

浅川委員  今、前向きな話が出ましたので、ちょっと渋い話をするわけでありますが、

今、国で行われました事業仕分けの中で、先ほど来、観光圏の部分も、ソフト

のところに出たり、いろいろしているんですが、この辺については、当初の見

込みを聞いている中ではかなり減額されているように聞いていますけど、いか

がですか。 

 

小林観光振興課長  当初、観光庁のほうから示されました概算要求額よりは、事業仕分けにより

ましてかなり減額されたところでございますけれども、やはり、現在、国土交

通省のほうにおきましても、観光を基幹産業としてとらえておりまして、その

振興を図っていくため、本年度の観光圏の予算よりは増額になっておりますの

で、本年度以上の事業ができるのではないかなと考えております。 

 

浅川委員  当然、富士山・富士五湖観光圏についても、５年間について予算化されてい

るわけでありますが、これは今までどおりの予算が通るということですか。 

 

小林観光振興課長  そのように考えております。 

 

浅川委員  ちょっとまだ仮説の話だから、あんまり責めてもしようがないんですが、一

方、今年度、莫大な費用をかけて八ヶ岳観光圏ということで事業を進めている
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ようでございますが、この辺の進捗状況はいえば、そろそろ終盤に入っている

わけですよね。その辺の進捗状況はいかがですか。 

 

小林観光振興課長  現在、北杜市、長野県側の富士見町、原村のほうで、個々でやっていたワー

キングを、先般１１月に、合同ワーキングという形で１冊の計画書の案にまと

めましてお諮りしたところでございまして、全体の構成につきましては合意が

とれたという形になっております。さらなるブラッシュアップを図りまして、

今後、来年になりますけれども、国のほうも政権が変わったためにスケジュー

ルが若干おくれているという話を伺っているんですけれども、来年、１月、２

月に入りまして、国のほうのヒアリングが始まりまして、地元の人たちにも対

応していただく中で臨んでいくという形になりますが、大体、計画のあらあら

の形はでき上がっているところでございます。 

 

浅川委員  ことし中に提出するんですか。 

 

小林観光振興課長  来年です。 

 

（インバウンド事業について） 

浅川委員  それとあわせて、これは想定の部分であまり責めてもしようがないんだけど、

インバウンド、外国からの誘客についてはかなり予算が増になっているように

聞いております。これに対する県の対応はどんなふうに、今、考えが出ていた

ら報告をお願いします。 

 

窪田国際交流課長  国の概算要求で、インバウンド関係につきましては２００億円弱ですけれど

も要望がありました。それが、事業仕分けにおきまして、半額ということで９

０億円ちょっとぐらいの金額に落ちつきましたけれども、今年度予算が約３２

億円ですので、来年度は３倍ぐらい。国のほうは、先ほど言いましたように、

観光につきましては力を入れているという形です。 

 そこで、本県への影響なんですけれども、国が、インバンド関係におきまし

て、地方と連携いたしまして、ビジット・ジャパン・キャンペーン事業を実施

しておりますが、来年はビジット・ジャパン・イヤーという形で、大型な、連

携の助成事業を計画しておりますので、本県におきましても、地域連携を含め

て取り組みを行っていきます。 

 これが単県ですとちょっと難しいんですけれども、地域の各隣県の広域連携

という形で事業を組み立てますと、国のほうで積極的に予算付けをするという

ことになっておりますので、地域連携を含めながら取り組みを進めてまいりた

いと考えております。 

 

浅川委員  なかなかいい連携をしているんじゃないかなと思いますが、私どもも、かな

り、中国関係のほうは深沢先生も含めて上海ルートを持っていまして、いろい

ろお手伝いをさせていただいているわけです。当然、知事もトップセールスと

して動いているんですが、いろいろな流れの中で、とにかく外国から来る人は、

まず富士山を見ます。今、広域連携というような話をしましたけど、その辺は

どんなふうにこれから連携を進めていくんですか。 

 

窪田国際交流課長  現在、山梨県を中心として各隣県の広域関係の連携は、３つの地域で行って

おります。まず、第一に、富士山を中心といたしました静岡県と神奈川県と山

梨県の富士箱根伊豆国際観光テーマ地区、これが１つあります。２つ目が、い

わゆるゴールデンルートというのが、外国からの観光客の１つのルートとしま
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して、東京から大阪。これに対抗するルートといたしまして、中央道を利用し

て行くルートというのをこの５年前からやっておりまして、それが長野、岐阜

を含めました中央内陸県でやっています。３つ目といたしまして、成田空港か

ら首都圏を通って関東を回る１都９県の国際観光圏関東推進協議会、この３つ

を、今、やっています。それに加えまして、先月、静岡空港を基点としまして、

北陸方面からをルートとする新たなルートを検討する会合を持ちまして、これ

から進めていくことになっております。その４つについて、今、取り組みを行

っております。 

 

浅川委員  広域の中で、先ほど言われたように、５月でしたよね。富士山静岡空港。先

般、向こうの正副議長も見えてちょっとお話をして、ぜひ活用してくれという

話がありました。かなり苦戦はしているような話もしていましたが、なかなか

あそこまで、我々、現実問題として時間がかかって大変だな、なんて思いまし

たけど、その辺についての商品づくりなりも考えていただきたいと思いますが、

その辺は何かありますか。 

 

窪田国際交流課長  静岡空港につきましては、５月にオープンいたしまして、なかなか知名度が

まだ上がっていない形で、海外での利用というのがまず低い面があります。し

かし、山梨県としましては、富士山静岡空港と羽田は一番近いところですので、

静岡空港を活用したインバウンド、誘客を進めるために、いろんなＰＲ活動、

また旅行会社等に対して、富士山静岡空港を利用したＰＲ活動を、現在、進め

ておりますので、これが浸透いたしますと、来年以降、ふえるのではないかな

と期待をしております。 

 

浅川委員  前原国土交通大臣が羽田空港のハブ化なんていうことを言い始めて、これに

ついてはあんまり反対する人もいないようでございますが、この辺について、

山梨県が、今後、観光振興していく上での取り組みについて、どちらでもいい

ですから。 

 

窪田国際交流課長  羽田空港のハブ化につきましては、国のほうが前向きの姿勢で積極的に進め

る形になっております。これまでにも羽田につきましては韓国、上海、香港と

３カ所とチャーター便という形でやっていますけれども、来年の１０月に第４

滑走路が開港しますと、非常に発着回数が多くなるということで、これからシ

ンガポールとかヨーロッパとか、非常に大きく地域が広がります。 

 山梨県にとりますと、成田より近い羽田がそういうハブ化になりますと、羽

田につきましては、国内便の基幹空港としまして全国を結んでおります。です

ので、例えば、北海道に来た外国人観光客を、羽田から山梨へ送り込むという

ようなことも考えられますし、直接、羽田から山梨へ来ていただくこともでき

ます。２時間程度なので十分に可能です。そういう形で、あらゆるＰＲを行い、

取り組みをしてまいりたいと考えております。 
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主な質疑等  企業局関係 

 

※所管事項 

 

質疑 

 

（小水力発電について） 

岡委員  企業局が、一生懸命、水力発電を中心といたします３事業等について、努力

なされていることに対して敬意を表したいと思っております。そのことによっ

て、県のほうへ１年１億円、３年３億円という形で、既に２回にわたってやっ

て来ているわけでありますけれども、そういう中で、あと１つ、企業局として

というふうな形の中で調査をしていただきまして、県内における急峻な山間地

等々を含めて９８カ所、小水力発電について調査をしていただいたわけであり

ますけれども、そのうち、今現在、どの程度動き始めているんでしょうか。 

 

石原電気課長  現在、各市町村とかＮＰОとかから御相談がございまして、現在、２６地点

につきまして調査のお手伝いをさせていただいているというところでござい

ます。 

 

岡委員  ２６のうち、それは市町村というふうな形で取り組まれているんでしょうか。

それとも、今、ＮＰО法人が出たんですがＮＰОとか、あるいは事業者といい

ましょうか、企業というふうな形で取り組まれているのか、その辺をひとつ。 

 

石原電気課長  市町村、それからＮＰОから、比較的多く御相談いただいていますし、私ど

もも、比較的、比重を多く御支援申し上げています。民間の企業さんも御相談

に見えております。 

 

岡委員  私は、クリーンエネルギーというふうな視点で、この小水力問題を取り組ん

でいくべきだと、ずっと言い続けてきているわけでありますけれども、そうい

う中で、できれば、この不況の時代でありますから、市町村はもちろんであり

ますけれども、企業、民間に、より根づくような小水力発電事業をさせていく

といいましょうか、してもらうというんでしょうか、支援をしながら指導して

いくというふうなことを感じているんですけれども、その辺についての考え方

はいかがですか。 

 

石原電気課長  現在、私どもの支援室は、市町村に限らず、ＮＰО、また民間企業、どちら

でも、御相談いただければ対応させていただく形をとっております。当初は確

かに市町村とかＮＰОが多かったんですが、このごろは民間の方たちも御相談

をいただいていますので、御相談があればしっかり対応をしていきたいと考え

ております。 

 

岡委員  小水力といっても、例えば、大きなものでは、都留の「元気くん」なんかを

初めとしてそれなりのところもあるわけでありますけれども、小さいところで

は、全く、１戸か２戸の家庭の水力発電なんていう小さな、これは発電所とは

言い切れませんけれども、いずれにいたしましても、そういうふうな形で小水

力発電を活用している方々もおいでになるわけであります。 

 今、当然のことでありますけれども、太陽光発電の部分では、各個人の家で

パネルを乗せて、それで太陽光発電を中心としたクリーンエネルギーに寄与し

ていると、私は感じているわけでありますが、そういう点で、できれば９８カ
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所のうち今２６カ所、つまりあと７２カ所ばかりのところが、ここがいいんじ

ゃないかというふうに言われながらまだ手がついていないと思うわけであり

ますけれども、その７２カ所についても、できるだけ多くの指導をしながら啓

蒙啓発活動をしていっていただけるとありがたいなと感じているところであ

りますけれども、いかがでしょうか。 

 

石原電気課長  地点は、マップでもう公表させていただいていますので、それぞれの機会を

通じて、できるだけ多くの皆さんに知っていただいて、できるだけ多くの水力

開発ができるように私どもも取り組んでいきたいと考えております。 

 

（企業局からの繰出金について） 

岡委員  今からの時代というのは、まさに化石燃料からクリーンエネルギーへという

時代でありますので、そういう点での取り組みについて、ぜひ御協力をいただ

きたいと思っております。 

 さらに、先ほど申し述べさせていただいたわけでありますけれども、１年１

億円のお金、全くとうといお金でありますが、これは企業局に言うのはちょっ

と何かと思いますけれども、いずれにいたしましても、せっかくクリーンエネ

ルギーで得た収益、利益を、クリーンエネルギーでないところへ県は使ってい

るわけであります。そういう点で、何らかの形で県当局へ、せっかくクリーン

エネルギーで得た利益であるから、その方向で活用していただきたいというふ

うなことを言うことはできないのでしょうか。ちょっとお聞きをしておきたい

と思います。 

 

石原電気課長  企業局からの繰出金でございますけれども、環境関連でお使いいただくとい

うようなことで繰り出しておるものでございます。昨今、私どもも小水力発電

の推進のためにいろいろ努力をしているところでございます。できるだけその

方向で使っていただけるように、私どもも繰り出すときにそのような考え方を

添えてお話をさせていただきたいと考えております。 

 

岡委員  そういうふうなことを含めて、企業局の皆さん方には、大変な御努力をいた

だいているわけであります。公営企業管理者を含めて一体となって、そして３

事業に取り組んでおられるということの中で、今申し述べさせていただいた、

あるいはまた課長の答弁の中にもありましたけれども、これから、できるだけ

クリーンエネルギー、つまりせっかく得た利益でありますので、太陽光発電を

中心といたしますクリーンエネルギーの事業へ、このお金を活用していただく

ということを、ぜひ管理者、一言決意を述べていただいて、知事に対しても、

そういうふうな言い方をしていただきたいということをお願いしたいと思う

んですが、お考えを述べてください。 

 

進藤公営企業管理者 今お話しのように、クリーンエネルギーを推進していくというのは、国に

とっても県にとっても、これから大きなテーマになると思います。企業局は水

力も太陽光も小水力もこれから一生懸命やっていこうというふうに思ってい

ます。今お話しのように、知事部局のほうとも連携をとりながら、県全体とし

てクリーンエネルギーが進んでいくようにしっかり取り組んでいきたい、この

ように思っています。 
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その他 

 ・ 委員会報告書の作成及び委員長報告については、委員長に一任した。 

 ・ 閉会中もなお継続して調査を要する事件について配付資料のとおり決定した。 

 ・ 継続審査案件調査の日時・場所等の決定は委員長に委任され、１２月２１日に、農産物直

売所における取り組みについて、飯室隆人氏を参考人として招致し意見聴取することに決定

した。 

・ １０月２３日に実施した県内調査については、議長あてにその報告書を提出したことが報

告された。 

 

 

以 上 

 

 

農政商工観光委員長 鈴木 幹夫 


